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新行財政改革大綱（第２期）の平成２８年度実績及び評価について 

 

 平成２９年６月１９日 

総 務 課 

 

１ 平成２８年度評価結果の概要 

新行財政改革大綱（第２期）の平成 28 年度実績の評価については、Ａ評価 28 項

目(77.8%)、Ｂ評価７項目(19.4%)となりました。なお、Ｃ評価はありませんでした。 

改革の柱別の評価結果は次の表のとおりです。 

改革の柱 項目数
28 年度評価結果 

Ａ Ｂ Ｃ 計 

Ⅰ 県民や市町村との協働や連携 9 8 1  9 

Ⅱ 行政の質と効率の向上 17 13 4  17 

Ⅲ 健全な財政運営 10 7 2  9 ※

計 36 28 7  35 

※ №29「新規・拡充事業への配分財源確保」は、今年度の当初予算が骨格予算で、新規・

拡充事業は６月補正予算に計上を予定していることから、評価対象外としております。 

 

(１) 評価方法（外部評価） 

行財政改革推進委員会評価専門部会において、県の自己点検・評価を踏まえ、

取組の実施状況、目標の達成状況、各種データの推移を総合的に評価。 

(２) 評価区分 

Ａ 概ね順調 取組項目に係るすべての取組内容の実施状況が適切

であり、かつ、成果が現れていると認められる場合 

Ｂ 一部改善の余地あり 取組内容の一部に実施方法の改善余地があると認め

られる場合（「Ａ」、「Ｃ」以外の場合） 

Ｃ 見直しが必要 取組項目に係る取組内容の実施方法の見直し・検討が

必要と認められる場合 

 

  

資料１（所管事項）
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２ 行財政改革推進委員会評価専門部会からの主な意見 

※（ページ番号）は別紙「新行財政改革大綱（第２期）評価調書（平成２８年度実績）」の該当 

ページ 

〈№2 政策形成過程への県民参画の促進〉（Ｐ３） 

・ 審議会等委員への女性や若年層の登用について、今後も積極的に行うよう努めてほし

い。（Ｐ４） 

〈№4 情報発信力の強化〉（Ｐ８） 

・ 県外に転出した秋田出身の若者に向けてメッセージを発信し、将来秋田に呼び戻す観

点からの情報発信を検討してほしい。（Ｐ１０） 

〈№9 効果的・効率的な行政システムの構築〉（Ｐ１９） 

・ 県と市町村の機能合体によるポジティブな効果について、周知に努めてほしい。 

（Ｐ１９） 

〈№11 公共施設のサービス改善の推進〉（Ｐ２２） 

・ 問題が指摘され、改善に繋がるような評価手法や住民意見の汲み上げ方法について、

引き続き検討してほしい。（Ｐ２３） 

〈№15 職員研修の充実と業務への反映〉（Ｐ２８） 

・ 県内の優れた人材の活用や先進事例に学ぶ取組をしてほしい。（Ｐ２９） 

〈№19 業務改善の推進〉（Ｐ３４） 

・ 事務ミスを防止する体制及びプロセスのさらなる確立に努めるとともに、ミスの発見

や再発防止を積極的にできるような環境と意識の醸成に努めてほしい。（Ｐ３７） 

〈№22 行政課題に対応した組織体制の構築〉（Ｐ４１） 

・ 「あきた未来創造部」の取組に期待している。課所横断的に戦略を打ち出して、 

イニシアチブ（主体的な提案能力）を発揮できる行政機構であってほしい。（Ｐ４１） 

〈№26 教育環境の向上〉（Ｐ４８） 

・ 秋田の教育の良さを活かして、子どもが誇りを持てるような取組を引き続き推進して

ほしい。（Ｐ５０） 
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３ 平成２８年度の主な取組実績 

 

 Ⅰ 県民や市町村との協働・連携  

〈№2 政策形成過程への県民参画の促進〉（Ｐ３） 

○ 意見公募手続を実施するにあたり、県民の皆様に対する広報活動の強化を図りました。

また、女性委員の登用を推進するために、女性人材に対する公募情報の提供等を行い、

積極的な応募を呼びかけました。 

 

〈№3 県民への広報の充実〉（Ｐ５） 

○ 「あきたびじょん facebook」では、当たり前の日常の中にこそ、本当のユタカさが

あることを県民の方々に認識してもらい、自信と誇りを持って県外に向けアピールして

いただくため、秋田の旬の魅力を毎日発信したほか、新たに Instagram を始め、県内外

から美しい秋田の画像を集めるコンテストを毎月開催したほか、新たな WEB マガジンの

発行を始めました。 

 

〈№9 効果的・効率的な行政システムの構築〉（Ｐ１９） 

○ 引き続き、県と市町村が協働で様々な取組を展開し、新たに、秋田市営住宅と県営住

宅の住宅管理の共同化や行政不服審査法に係る第三者機関の運営を開始したほか、情報

セキュリティクラウドの共同運営に関する協定を締結しました。 

 

 Ⅱ 行政の質と効率の向上  

〈№15 職員研修の充実と業務への反映〉（Ｐ２８） 

○ 過年度の自治研修所における研修評価（改善点含む）を担当講師と共有することで、

研修内容の改善に努めました。 

 

〈№19 業務改善の推進〉（Ｐ３４） 

○ 業務改善に関する庁内ルールや事務ミス防止の取組をまとめた「業務改善ハンドブッ

ク」を改訂、配布するなど、事務ミス防止のための環境整備に努めました。 
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〈№22 行政課題に対応した組織体制の構築〉（Ｐ４１） 

○ 本県の最重要課題である人口減少の抑制に向けた取組を強化するため、移住・定住対

策や少子化対策、若者の県内定着支援など、複数の部局で行っていた施策を集約し、一

体的に実施するための組織体制について検討を行い、平成 29 年度から「あきた未来創

造部」を設置することにしました。 

 

 Ⅲ 健全な財政運営  

〈№28 財政２基金の残高確保〉（Ｐ５２） 

○ 平成 28 年度当初予算における財政２基金取崩額は、前年度より 22 億円多い 90 億円

でしたが、年度途中における効率的な予算執行等によって一般財源を節減し、当初予算

計上した 47 億円の減債基金取崩額について決算見込みベースで 20 億円減額するなど、

その残高確保に努めました。 

 

〈№31 税外未収金の管理・回収の強化〉（Ｐ５５） 

○ 「債権管理検討委員会」とワーキンググループを開催して情報とノウハウを共有した

ほか、債務者の現状を把握した上で未収金整理計画書を作成し、それに基づく未収金の

回収に努めました。また、10 月と 11 月を債権回収強化月間と定め、文書、電話、訪問

による催告などを集中的に実施し、2 ヵ月間で 3,547 万円（前年比 770 万円増）を回収

し、最終的に回収額は 10,814 万円となっています。 

 

〈№35 維持管理費の縮減と長寿命化施策の推進〉（Ｐ６１） 

○ 平成 27 年度策定の「あきた公共施設等総合管理計画」を踏まえ、施設の存廃による

県民生活への影響が少ない公共施設 139 施設について、長期的視野に立った維持・管理

に関する実施計画となる「個別施設計画」を策定しました。 



取　組　内　容 自己評価 外部評価

①　知事と県民との意見交換会の開催 Ａ

②　広聴活動の充実 Ａ

①　各種計画策定への県民参画の促進 A

②　県計画等に対する意見公募手続（パブリックコメント）の実施 A

③　審議会等への県民参画の促進 B

①　県民への広報の充実 A

②　多様な広報ツールによるタイムリーな情報発信 A

③　あきた県庁出前講座の実施 A

①　情報発信力の強化による秋田のイメージアップ A

②　多様な広報ツールによるタイムリーな情報発信（再掲） A

③　秋田ゆかりの方々を通じた情報発信 A

①　様々な地域活動を展開する団体の育成・協働 A

②　県人会との協働の推進 A

①　職員の地域貢献活動への参加の促進 A

②　大学や学生等による地域貢献活動の支援 A

③　企業や県民の社会貢献活動への参加の促進 A

№７ 秋田県市町村未来づくり協働プログ
ラムの推進

①　秋田県市町村未来づくり協働プログラムの推進 A A

№８
秋田県・市町村協働政策会議の運
営

①　秋田県・市町村協働政策会議の運営 A A

①　市町村との機能合体の拡大、普及 A

②　市町村の効率的な行政システムの構築の支援 A

①　情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した行政サービスの拡大 A

②　電子申請・届出サービスの対象の拡大や手続の見直し A

①　公共施設のサービス改善状況の公表 B

②　指定管理者制度導入施設の評価の実施 B

①　地方の意向が反映されるための国への要望 A

②　国のさらなる義務付け・枠付け等の見直しへの対応 A

③　手続の簡素化・迅速化の推進 A

№13 地域防災力の強化 ①　大規模、複雑・多様な災害に対応した地域防災力の強化 B B

№14 業務継続体制の整備 ①　業務継続計画による業務継続体制の整備 A A

①　研修の見直し A

②　若手職員を中心とする能力開発研修の充実 A

①　専門性を持った職員の計画的育成 A

②　技術職員の計画的な採用と育成 A

①　総合評価落札方式の推進 B

②　建設工事における予定価格の公表のあり方の検討 A

①　再就職に関する情報の公開 A

②　職員の営利企業への再就職制限や出資法人等に再就職した場合の給料等の規制 A

B

A

適正な公共調達の推進

職員の再就職に関する透明性の確
保

A

B

A

A

A

A多様な主体との協働の推進

情報発信力の強化

A

A

A

B

情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した行
政サービスの充実・拡大

A

A職員研修の充実と業務への反映

職員の専門性の向上

公共施設のサービス改善の推進

制度や手続の見直し

№16

№６

№９

取　組　項　目

Ⅰ　県民や市町村との協働・連携

Ⅱ　行政の質と効率の向上

№１

№２

№３

№４

№５

地域貢献活動への参加の促進

効果的・効率的な行政システムの
構築

県民との対話の推進

政策形成過程への県民参画の促進

県民への広報の充実

４　「新行財政改革大綱（第２期）」（平成２８年度実績）評価結果一覧

№17

№18

№10

№11

№12

№15
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取　組　内　容 自己評価 外部評価取　組　項　目

①　事務事業の見直し A

②　業務全般にわたるきめ細かな改善の推進 A

③　事務ミス防止に向けた取組の推進 B

④　職員間のコミュニケーションの充実による円滑な業務遂行 A

⑤　情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した職員間の情報共有の推進 A

№20 政策評価制度の見直し ①　政策評価制度の見直し A A

①　定員管理計画に基づく定員の管理 A

②　再任用制度の円滑実施 A

№22
行政課題に対応した組織体制の構
築

①　適正な組織体制の構築 A A

①　県有施設の管理運営形態の見直し A

②　秋田空港の民営化の検討 A

№24 地方独立行政法人の効率的・効果
的な運営の促進

①　地方独立行政法人の効率的・効果的な運営の促進 A A

①　「第三セクターの経営の健全化等に関する行動計画」の策定及び実施 A

②　第三セクターの経営評価及び経営指導の実施 A

①　ライフステージに応じた研修による教員の資質能力の総合的な向上 A

②　教育専門監の活用による学校の教育力の向上 A

③　学校規模の適正化による魅力ある学校づくりの推進 A

№27 県債発行の抑制 ①　県債発行の抑制 A A

№28 財政２基金の残高確保 ①　財政２基金（財政調整基金・減債基金）の残高確保 A A

№29 新規・拡充事業への配分財源確保 ①　既存事業の見直しによる新規・拡充事業への配分財源確保 － －

№30 県税に係る収入率の向上と未収額
の圧縮

①　県税に係る収入率の向上と未収額の圧縮 A A

№31 税外未収金の管理・回収の強化 ①　税外未収金の管理・回収の強化 A A

①　県有資産の最適管理（ファシリティマネジメント）の推進 A

②　県有資産等を活用した広告事業の推進 B

③　ふるさと納税を活用した寄付の呼びかけ B

№33 地方交付税の総額確保の要望 ①　地方交付税の総額確保の要望 A A

№34 人件費の縮減 ①　人件費の縮減 A A

①　県有資産の最適管理（ファシリティマネジメント）の推進（再掲） A

②　県有施設の省エネルギーの推進 A

③　情報システム全体最適化の推進 B

④　長寿命化施策の推進 A

①　投資事業の重点化と総額の抑制 －

②　公共工事におけるコスト縮減 A

③　長寿命化施策の推進（再掲） A

A

県有施設の管理運営形態の見直し A

職員数の適正管理

B業務改善の推進

A

A

維持管理費の縮減と長寿命化施策
の推進

投資事業の重点化とコストの縮減

第三セクターの見直し

教育環境の向上

多様な収入の確保 B

B

A

№35

№36

№23

№25

№26

Ⅲ　健全な財政運営

№32

№19

№21
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№24 地方独立行政法人の効率的・効果的な運営の促進 44

№25 第三セクターの見直し 46

№26 教育環境の向上 48

№27 県債発行の抑制 51

№28 財政２基金の残高確保 52
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平成29年度の取組内容（予定）

　平成３０年度から計画期間がスタートする新たなプランの策定に向けて、県民のニーズや具体的な意見等
を反映させるため、７～８月に各地域振興局単位で計９回の意見交換会を実施します。

－

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　全県の各地域で実践的な取組を行っている県民と意見交換を行うことで、現場レベルで
の課題やニーズ等の把握に努めることができたことから、Ａ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

前年度比 － 100% 100% 100% 100%

H28 H29

実 績 ９回 9回 ９回 ９回 ９回 －

H24 H25 H26 H27

平成28年度の実施状況

　「第２期ふるさと秋田元気創造プラン」の重点戦略に関連したテーマについて、７～８月に各地域振興局
単位で計９回実施し、延べ６９名と意見交換を行いました。うち１回は大学生との意見交換会としたほか、
その他の参加者についても、地域で先進的な取組を行っている若手の農家・経営者等を積極的に選定しまし
た。

各種データの実績

知事と県民との意見交換会の開催回数

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

　知事が県内各地域を訪問し、県政の重要課題について、次代を担う大学生等の若者や、地域において先進
的な取組や地域活性化に向けた挑戦をしている方々と自由に意見交換する場を設け、県民のニーズの把握と
意見・提言の県政への反映に努めるとともに、県民の県政への参画を促進します。

取 組 項 目 №1　県民との対話の推進

取 組 方 針

　県民参加型の行政を推進し、県民の意見を各種計画の策定、施策の推進等に反映させるため、県民との対
話を進めます。

　広聴活動の充実を図り、業務改善や新たな施策推進の参考とします。

取 組 内 容 ①　知事と県民との意見交換会の開催　　　（担当課室：総合政策課）
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A 概 ね 順 調

　「知事への手紙」や電子メールのほか、電話や面談により、県民からの意見・要望等を幅広く受け付けま
す。また、県公式facebook（フェイスブック）等を活用し、双方向のコミュニケーションの充実を図りま
す。

取 組 内 容 ②　広聴活動の充実　　　（担当課室：広報広聴課）

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

平成29年度の取組内容（予定）
　これまで同様の取組を継続しつつ、関係部局と連絡を密にしながら適切かつ速やかな対応に努めます。

平成28年度の実施状況

　書面や電子メールによる「知事への手紙」や県の代表アドレスあての電子メール等のほか、電話や面談に
より、県内外から意見･要望を受け付けました。人口減少対策や熊による被害の問題等について、受け付け
た御意見等は関係部局に伝達し、当該部局の業務の参考としました。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　県民からの意見等を幅広く受け付け、業務の参考としたことからＡ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要
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平成29年度の取組内容（予定）

　引き続き、計画策定のプロセス公表と実績報告を着実に行ってまいります。「秋田県県民参画による計画
策定基本方針」については、計画毎に、採用されている県民参画の手法にばらつきも見られることから、方
針の内容について、庁内への周知をより一層進め、県民が計画策定により参加しやすくなるように努めま
す。

－

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　１４計画を対象として策定プロセスを公表し、計画策定が必要な計画について速やかに
公開を行いました。計画策定方針に基づいて着実に県民の参画を促すことができたことか
ら、A評価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要

前年度比 － +７ -４ +5 -4

13 18 14 －

H24 H25 H26 H27

　各種計画や条例・規則等を立案する過程で、その内容や趣旨などを県公式ウェブサイト「美の国あきた
ネット」で公表し、県民の皆様からの意見を募集します。

取 組 内 容 ②　県計画等に対する意見公募手続（パブリックコメント）の実施（担当課室：総務課）

平成2８年度の実施状況

　意見公募手続を実施するにあたり、意見が寄せられない案件がありましたので、県民の皆様に対する広報
活動の強化を図りました。その結果、意見を募集した案件に対し、昨年度よりも意見が寄せられた案件の割
合が増加しました。

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

　「秋田県県民参画による計画策定基本方針」に基づき、各種計画の策定プロセスを公表し、計画策定への
県民の積極的な参画を促進します。

取 組 項 目 №2　政策形成過程への県民参画の促進

取 組 方 針

　民間の発想を取り入れた計画等とするため、策定プロセスへの県民参画を促進し、県民の意見を各種計画
の策定、施策等の推進に反映させます。

　審議会等委員に多様な人材を登用し、政策形成過程への県民参画による開かれた県政の推進を図ります。

取 組 内 容 ①　各種計画策定への県民参画の促進　　　（担当課室：総合政策課）

平成28年度の実施状況

　「秋田県県民参画による計画策定基本方針」の趣旨について、庁内へ周知徹底を行ったことにより、１４
件の対象計画について策定プロセスを公表しました。

各種データの実績

策定プロセス公表計画数

H28 H29

実 績 10 17

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】
　意見公募手続を実施するにあたり広く意見をいただくため、報道機関への情報提供等、積極的な広報活動
に取り組み、県民の皆様への周知に努めました。その結果、昨年度よりも意見が寄せられた案件の割合が増
加しました。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　23の案件に対して寄せられた意見数は395件でした。意見募集を行う各課室に対し
て、積極的な広報を働きかけた結果、案件あたりの意見数も増加したことからＡ評価とし
ました。一部改善の余地あり

見直しが必要

平成2９年度の取組内容（予定）
　意見公募手続を実施する課室等に対し、意見募集に際して、報道機関への情報提供や関係機関への周知等
による広報活動を積極的に実施するよう働きかけていきます。
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【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

取 組 内 容 ③　審議会等への県民参画の促進　　　（担当課室：総務課）

　審議会等委員に若者や女性の登用を進めるほか、引き続き、委員の共同公募を実施します。

平成２８年度の実施状況

　改選時期を迎える審議会等を中心に、審議会等委員の公募制導入を各所管課等に働きかけました。年２回
（７～８月、１～２月）の共同公募の実施にあたって、パンフレットの作成や県公式ウェブサイト、新聞広
報や広報紙への掲載などにより、公募に関して幅広くお知らせしました。また、県有施設のほか、スーパー
やコンビニへパンフレットを備え付けるなど応募しやすい環境作りに努めました。さらに、若者や女性の登
用を進めるよう各所管課等に働きかけました。

　女性委員の登用を推進するために、関係課を通じて女性人材に対する公募情報の提供等を行い、積極的な
応募を呼びかけました。

各種データの実績

審議会等の公募委員割合（4.1現在）

H24 H25 H26 H27 H28 H29

2.7% －

－

審議会等の女性委員割合（4.1現在）

H24 H25 H26 H27 H28 H29

前年度比 － -1.1% -0.4% -0.4%

実 績 4.4% 3.3% 2.9% 2.5%

+0.2%

－

前年度比 － +0.3% +1.6% -1.8% +0.1% －

実 績 24.2% 24.5% 26.1% 24.3% 24.4%

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

一 部 改 善 の
余 地 あ り

平成2９年度の取組内容（予定）

　前年度に引き続き、年２回の審議会等委員の共同公募を実施します。公募に関するパンフレットを作成
し、県有施設及びスーパー等への備え付けを継続するとともに、広報紙、新聞広報などを利用し、県民の皆
様への周知に努めます。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　女性委員の割合については、前年度より微増でしたので、各審議会等所管課等に対し、
女性委員の登用を推進するよう働きかけを継続していきます。
　共同公募では、申込者数は前年度より増加しましたが、募集人数に対して応募者数が少
ないため、応募者の増加に努める必要があることからＢ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

　審議会等委員への女性や若年層の登用について、今後も積極的に行うよう努めて
ほしい。
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取 組 項 目 №3　県民への広報の充実

取 組 方 針

　伝わる広報を推進し、県民との県政情報の共有化を図ります。

　リアルタイムでの対応が求められる情報について、既存の広報媒体に加えソーシャルメディアも活用する
など、情報の内容や緊急性等に応じ、多様な広報ツールでタイムリーに発信します。（県政情報、旬の観光
情報、災害情報）
　「あきた県庁出前講座」において、県の施策・事業を県民に分かりやすく説明するとともに、受講者を通
じて当該施策等に対する県民意見の把握に努めます。

取 組 内 容 ①　県民への広報の充実　　　（担当課室：広報広聴課）

　引き続き、「第2期ふるさと秋田元気創造プラン」や「あきた未来総合戦略」の取組、地域資源を生かし
た取組や先進的な取組などについて、さまざまなメディアを利用して情報発信し県民との協働による「元
気」の創出に努めます。
　広報紙は旗艦媒体として、引き続き、分かりやすく手にとって読みたくなる紙面を目指します。
　新聞広報は、よく見られるテレビ面に掲載し広報効果の向上を狙います。
　テレビ広報は、演出方法を見直し、テーマの深掘りを図ります。
　ラジオ広報は、放送時間帯を午後３時台から午前８時前に移動させ、聴取率の向上を狙います。
　県公式ウェブサイトについては、引き続き、アクセシビリティとユーザビリティの向上を図ります。

　全戸配布広報紙・新聞広報で、写真・イラストを活用しながら情報発信を行うほか、広報紙の電子書籍化
を行い、スマートフォンやタブレット型端末に対応した情報を提供します。また、テレビ広報等を通じ、県
の施策・事業等を各世代に、タイムリーに分かりやすく広報します。

平成28年度の実施状況

　広報紙を紙媒体で６回発行したほか、新聞広報を毎月秋田魁新報に掲載し、電子書籍版をポータルサイト
akita ebooksを通じて配布しました。
　テレビ広報を民放３局で毎週１回放映したほか、15分の拡大番組を各局で年１回放映しました。また、
ラジオ広報をＡＭ局とＦＭ局で毎週１回放送しました。
　ＳＮＳやウェブサイトを活用した県政情報等の発信を適宜行ったほか、マスコミ等への丁寧な情報提供に
よるパブリシティの積極的な活用に努めました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】
　利用者（受け手）の視点に立った広報活動を推進するため、引き続き、職員研修等を通じて、庁内の「広
報マインドの醸成」と「スキルアップ」を図ります。また、広報の効果測定結果を踏まえ、適宜見直しをし
ています。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　平成２８年度県民意識調査結果では、県の広報活動は「十分行われている」６.４%、
「ある程度行われている」６０.２%で、肯定的評価が２／３を占めました。一方、「あま
り行われていない」1３.４%、「行われていない」３.７%で、否定的評価は１７.１%でし
た。前回より評価が上がり、反響を呼ぶことも増えていることから、Ａ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

平成29年度の取組内容（予定）

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）
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取 組 内 容
②　多様な広報ツールによるタイムリーな情報発信
　（担当課室：広報広聴課、観光戦略課、観光振興課、総合防災課、情報企画課）

　今後も食・自然・文化など、コンテンツ内容の充実を図りながら、秋田の旬な情報をタイムリーに発信し
ていきます。また、Iｎstagramやスマホなどでも手軽に読めるWEBマガジンの発行を積極的に進めるほ
か、動画配信などによるサイトの魅力向上を図ります。

　県公式ウェブサイト「美の国あきたネット」、県発行メールマガジン、県公式Twitter（ツイッター）・
facebook（フェイスブック）等により、県政情報や旬の観光情報をタイムリーに発信します。

　災害発生時の被害状況等について、「美の国あきたネット」や防災ポータルサイトに掲示するとともに、
県公式Twitter（ツイッター）等によりタイムリーに情報発信します。また、市町村や関係機関からの災害
関連情報等を集約し、県・市町村等で共有するとともに、報道機関等に対して一括配信が可能なシステムを
運用します。

平成2８年度の実施状況

　昨年度から引き続き、市町村が発表した避難情報の反映等を継続的に行うとともに、防災ポータルサイト
への入力情報が即時的に美の国あきたネットに反映されるよう改修を行いました。
　また、災害関連情報を集約・配信するシステムの運用にあたって、各市町村を対象とした操作研修を開催
するとともに、国が主催する情報伝達一斉訓練において全市町村の参加を確保すると共に、定期的な操作訓
練を実施しました。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　平成２８年度県民意識調査結果では、ウェブサイトから県政情報を取得した者の割合は
1０.４%（前年度１１.５%）、ソーシャルメディアは4.8％（同6.9%）となっており、前
回より若干減少しましたが、県公式ウェブサイトのアクセス数は前年同期（2月末）比で
１４０万件、１１.５％増加しており、一定の成果が現れています。
　また、災害発生時に迅速かつ正確な情報掲載を行うため、操作マニュアルの更新・追加
を行ったほか、防災ポータルサイトと美の国あきたネットを連携することにより、緊急情
報の即時掲載が行えるようになり、県民へのより有用性のある情報の提供に努めたことか
らA評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

平成2９年度の取組内容（予定）

　「美の国あきたネット」や「あきたファンドッとコム」などのウェブサイトやデジタルサイネージを活用
して各種県政情報や観光情報をタイムリーに発信しました。
　また「あきたびじょんfacebook」では、当たり前の日常の中にこそ、本当のユタカさがあることを県民
の方々に認識してもらい、自信と誇りを持って県外に向けアピールしていただくため、秋田の旬の魅力を毎
日発信したほか、新たにInstagramを始め、県内外から美しい秋田の画像を集めるコンテストを毎月開催し
たほか、新たなWEBマガジンの発行を始めました。

H29

　利用者（受け手）の視点に立った広報活動を推進するため、引き続き、職員研修等を通じて、庁内の「広
報マインドの醸成」と「スキルアップ」を図ります。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

秋田県公式フェイスブックページへの「いいね！」数

H24 H25 H26

　災害発生時に備え、市町村等関係機関と掲載情報について連携を強化していくほか、定期的な操作訓練の
実施により、正確な情報を迅速に住民へ発信できる体制を確保していきます。

あきたびじょんフェイスブックページへの「いいね！」数

H24 H25 H26 H2７ H28

前年度比 － +14,161件 +12,261件 +14,942件 +5,230件 －

実 績 9,217件 23,378件 35,639件 50,581件

各種データの実績

H27 H28 H29

55,811件 －

3,700件 －

前年度比 － － +800件 +900件 +400件 －

実 績 － 1,600件 2,400件 3,300件
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　メニューを１２講座増の１９２講座準備し、講座を６７６回実施、延べ41,716人が受講しました。受講
者のアンケート結果からは、講座内容について受講者の98.9％が「よかった」と回答をいただきました。

H28

41,716人

-2,377人

　平成２７年度と比較して、受講者数は2,377人減少しましたが、実施回数が８回減と微
減であったことから、A評価としました。小規模な団体による利用が増えていることによ
り、今後も１回あたりの参加人数は減少すると思われます。幼児から高校生、子育て世代
など、若い世代による利用が増えたことが特徴的でした。

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調

H24 H25 H26 H27 H29

取 組 内 容 ③　あきた県庁出前講座の実施　　　（担当課室：教育庁生涯学習課）

　県民の要請に応じ、「あきた県庁出前講座」として、県職員自らがその担当分野について講師となって出
向き、県事業等について情報提供します。

平成28年度の実施状況

見直しが必要

平成29年度の取組内容（予定）

　県民の期待に応え、県事業等の情報提供を充実させるため、５月中旬までに秋田県公式ウェブサイト「美
の国あきたネット」へのメニューデータ掲載等をとおして、広く周知します。また、新メニュー完成までの
期間は、平成２８年度メニューで対応することを県民に周知して、切れ目なく学習機会を提供します。

前年度比 － +7,441人 +7,321人 +3,836人 －

実 績 25,495人 32,936人 40,257人 44,093人 －

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調

一部改善の余地あり

各種データの実績

あきた県庁出前講座受講者数
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平成2９年度の取組内容（予定）

　庁内各課との連携を強化し、より丁寧で深みのある情報発信に取り組んでいくほか、全国各地の、県人会
や同窓会など、多様な団体と連携強化を図り、秋田の情報発信の拡大につなげていきます。

－

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　「あきたびじょんfacebook」ページや、各種テレビ番組、雑誌などのマスメディアの
活用により様々な媒体を活用した情報発信を実施したほか、県外目線の入った新たなWEB
マガジンや、秋田ゆかりの人材を活用した番組や、冊子等への情報掲載により、新たな秋
田ファン層への情報発信に取り組んだことからA評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

前年度比 － +14,161件 +12,261件 +14,942件 +5,230件

H29

実 績 9,217件 23,378件 35,639件 50,581件 55,811件 －

H24 H25 H26 H27 H28

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

取 組 項 目 №4　情報発信力の強化

あきたびじょんフェイスブックページへの「いいね！」数

取 組 方 針

　これまでの集中的な取組で形成した秋田のトータルイメージに基づき、様々な媒体を活用して秋田の人々
の心の豊かさ、ものづくりへのこだわり、地域の絆など、背景やストーリー性も含めて、秋田の具体的な魅
力をアピールし、数多くの秋田のファンを増やします。また、県主催のイベントについては、部局間の連携
を進め、情報発信の効果の向上に努めます。

　旬の観光情報などリアルタイムでの対応が求められる情報について、既存の広報媒体に加えソーシャルメ
ディアも活用するなど、情報の内容や緊急性等に応じ、多様な広報ツールでタイムリーに発信します。（県
政情報、旬の観光情報）

　秋田ゆかりの方々への情報発信を通じて秋田の情報や良さをＰＲします。

取 組 内 容
①　情報発信力の強化による秋田のイメージアップ
　　（担当課室：観光戦略課、総務課）

　「あきたびじょん」で表現した秋田のイメージに基づき、様々な媒体を活用して数多くの人々に秋田の魅
力をアピールし、秋田のファンの拡大を図ります。

平成2８年度の実施状況

　足元にある秋田の魅力を高いクオリティでインターネット上で提供するＷＥＢマガジンを制作しました。
　また、facebook等のソーシャルメディア、テレビ番組や雑誌のマスメディアにより、秋田の旬の情報や
秋田の新たな楽しみ方などを発信したほか、「あきた美の国大使」「あきた音楽大使」など秋田ゆかりの人
材を活用して、秋田の良さを再認識できるような情報番組・冊子への掲出や、映像制作等を行いました。

各種データの実績

　県人会が参加する地域イベントでの秋田のＰＲや県が主催する県外イベントでの県人会による協力など、
県外各地での秋田の情報発信の拡大に努めました。
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秋田県公式フェイスブックページへの「いいね！」数

取 組 内 容
②　多様な広報ツールによるタイムリーな情報発信（再掲）
　　（担当課室：広報広聴課、国際課、観光戦略課、観光振興課）

　県公式ウェブサイト「美の国あきたネット」（英語、中国語、韓国語、ロシア語版）、県公式Twitter
（ツイッター）・facebook（フェイスブック）等により、国内外に県政情報や旬の観光情報をタイムリー
に発信します。

平成28年度の実施状況

　県公式ウェブサイト「美の国あきたネット」やfacebook「あきたびじょん」、「あきたグローバルネッ
トワーク」など様々な媒体を活用し、県政情報から観光、身近な旬の話題を国内外に広く発信しました。

各種データの実績

H29

実 績 － 1,600件 2,400件 3,300件 3,700件 －

H24 H25 H26 H27 H28

－

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　様々な媒体を活用し、広く情報提供を行い、facebookページの「いいね」数が順調に
増加するなど、秋田のファン拡大につながっていることからA評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

前年度比 － － +800件 +900件 +400件

平成29年度の取組内容（予定）
　各広報媒体の連携・連動を図るとともに、様々な媒体を活用してタイムリーな情報発信に努めるほか、動
画配信などによるウェブサイトの魅力向上に努めます。
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見直しが必要

平成2９年度の取組内容（予定）

　県人会とのネットワークを活用し、秋田ゆかりの方々を通じた情報発信を全国各地で行うとともに、若い
世代の秋田ゆかりの方々など、幅広い世代の方々との連携強化を図り、様々な情報発信を行います。

　首都圏を始め、全国各地で活動している秋田県人会等へパンフレット等を提供し、会員を通じて本県のイ
ベントや施策などの情報を多面的に発信します。

取 組 内 容 ③　秋田ゆかりの方々を通じた情報発信　　　（担当課室：広報広聴課、総務課）

　秋田の応援団人材データ登録者に全戸配布広報紙や観光イベントガイド等を提供します。

平成2８年度の実施状況

　県人会の総会や県人会が参加する地域イベントなどにおいて、秋田のPRを行うなど、秋田ゆかりの方々
を通じ、全国各地において、秋田の情報発信を行いました。

各種データの実績

県人会総会等での情報提供回数

H28 H29

実 績 56回 67回 71回 85回 92回 －

H24 H25 H26 H27

－ 8,015人 11,500人 11,676人

H28 H29

前年度比 － +11回 +4回 +14回 +7回 －

県人会総会等での情報提供人数

H24 H25 H26 H27

A 概 ね 順 調

　情報発信の効果を測定し、より高める方法を検討してほしい。

　県外に転出した秋田出身の若者に向けてメッセージを発信し、将来秋田に呼び戻す
観点からの情報発信を検討してほしい。

　秋田の応援団人材データを更新するとともに、県内の企業や団体等へ制度の周知と利用を呼びかけまし
た。登録者には、広報紙等を定期的に提供し秋田のPRについて協力を依頼しました。
　首都圏で開催するイベント等について、東京事務所を通じて都道府県会館記者会へ投げ込み（資料提供）
しました。

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

　引き続き、秋田の応援団人材データベース登録者に広報紙等を定期的に提供し、情報発信について協力を
依頼します。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　秋田の応援団について、登録者に対して継続して情報提供しているほか、一部の登録者
の方からは県政広報番組への出演や広報紙への寄稿をいただくなど協力関係を構築してお
り、また、秋田の応援団に関する照会や利用が少しずつ増加しました。
　また、県人会との連携など、全国の秋田ゆかりの方々を通じた情報発信の取組を推進し
たことからA評価としました。

一部改善の余地あり

－

前年度比 － － － +3,485人 +176人 －

実 績 －
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新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

目 標 － － ６６０件 ６９０件 ７２０件 ７５０件

取 組 項 目 №5　多様な主体との協働の推進

取 組 方 針

　限られた行政資源（予算、人員）を前提に、住民満足度を高めるため、施策現場により近いＮＰＯ等の
自立的活動支援や多様な主体との協働の取組を推進します。

　ふるさと秋田に思いを寄せる県人会との協働を推進することにより、県人会との連携を強化し、事業や
施策の充実を図ります。

取 組 内 容 ①　様々な地域活動を展開する団体の育成・協働　　　（担当課室：地域の元気創造課）

　より効率的で住民ニーズに即した行政運営を実現するため、中間支援組織を通したＮＰＯ等への相談事
業・情報提供や、起業スキル・ノウハウの専門指導等を強化します。また、多様な主体がそれぞれの特性
を活かし、適切な役割分担のもとで地域課題解決を目指す協働の取組を一層推進します。

平成28年度の実施状況

　ＮＰＯ等の自立的活動を支援するため、県内３地区の市民活動サポートセンターに相談・情報提供業務
を行う担当者を各２名配置しました。
　また、ＮＰＯ派遣相談員を各１名配置し、多様な主体がそれぞれの特性を生かしながら、地域課題解決
のための協働実践活動を創出する「協働の輪づくり促進事業」を実施しました。
　さらに、多様な主体の連携・協働による実践的な取組を行う「県民協働プロジェクト支援事業」に支援
しました。

取組目標の達成状況 NPO等との協働件数

H24 H25 H26 H27 H28 H29

９１８件 1,429件 1,720件 1,788件

H29

実 績 318法人 ３３６法人 35１法人 3４１法人

－

前年度比 － +２９７件 +５１１件 +２９１件 +６８件 －

実 績 ６２１件

H29

前年度比

H27 H28

目標達成率 － － 216.5% 249.3% 248.3%

３４２法人 －

－

各種データの実績

ＮＰＯ法人数

H24 H25 H26

H28

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　NPOとの協働件数については、地域づくり等における協働意識が着実に浸透した結
果、県とＮＰＯ等との協働件数が目標値を大きく上回って増加しています。
　NPO法人数については、会員の高齢化や活動の先細り等を理由に解散する団体がある
一方で、観光資源や産業振興、移住促進など、本県が直面する地域課題に取り組む法人が
増えています。
　27年度に引き続き、各地区の市民活動サポートセンターにおいて多様な主体の協働に
よる地域課題の解決に向けた実践活動を展開したほか、新たな団体の参加により活動分野
の拡大やノウハウの集積が進んだことからA評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

－ +18法人 +1５法人 -1０法人 +１法人

1,586件 1,469件 1,574件

－

ＮＰＯ支援センターでの年間相談件数

H24 H25 H26 H27

－

前年度比 － -８５件 -１１７件 +１０５件 －

実 績 1,671件 1,691件

+１１７件
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　「協働の輪づくり促進事業」において、中間支援組織をコーディネーターとし、多様な主体による連携
の拡大と深化、実践活動の活発化を図るとともに、コミュニティビジネスの拡大等による地域の活性化を
目指します。
　また、各地区の市民活動サポートセンターにおいて、NPO法人を対象としたきめ細かな相談業務と情報
提供を行うことにより、ＮＰＯ法人の信頼性の確保と活性化を図ります。

平成29年度の取組内容（予定）

19件 24件17件

取 組 内 容 ②　県人会との協働の推進　　　（担当課：総務課）

平成2８年度の実施状況

　前年度に引き続き、県人会ホームページ「あきたじん」及びfacebookページ「全国あきた県人会」を
通じて、全国各地の秋田に関連する情報発信を行ったほか、県と県人会の協働によるイベントを通じた秋
田の魅力発信など、県人会とのネットワークを活用した事業や施策の充実を図りました。

各種データの実績

　全国各地で活動する県人会との協働により、本県の情報を広く発信するとともに、県人会活動の活性化
を通じた連携の強化、人的ネットワークの拡大を図り、事業や施策の充実を図ります。

県人会との協働イベント件数

H24 H25 H26 H2７ H28 H29

　県との協働のあり方への要望を聞くなどしながら、協働の質を高める取組を進め
てほしい。

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調

32件

平成2９年度の取組内容（予定）
　引き続き、県人会との協働を推進していくほか、若い世代の秋田出身者との連携など、幅広く秋田ゆか
りの方々の発掘・連携を進めていきます。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　全国各地での秋田関連のイベントなどにおいて、県と県人会が秋田のPRを連携して行
うなど、様々な事業を県人会と協働で実施し、県人会との協働による施策の推進に努めた
ことからＡ評価としました。

－

前年度比 － +2件 0 +5件 +8件 －

実 績

一部改善の余地あり

見直しが必要

19件
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－目標達成率 － － 81.14% 90.91% 91.83%

－

前年度比 － － -83人 +74人 +28人 －

実 績 － 509人 426人 500人 528人

525人 550人

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

取 組 項 目 №6　地域貢献活動への参加の促進

　職員の地域貢献活動への積極的な参加を推進するため、定期人事異動方針の中で、消防団員・自治会役
員・スポーツ少年団の指導員など事例を示しながら、地域での活動に一定期間にわたり継続して従事する必
要がある職員については、異動時に配慮することを明記し、各所属に周知するとともに平成29年度定期人
事異動においてもこうした事情への配慮に努めました。

取 組 方 針

　職員による多様なボランティア活動を推進するほか、多様な主体との協働・連携に資する地域貢献活動に
職員が率先して取り組む環境を側面から支援します。

　大学等が地域の「知の拠点」として、住民・企業・自治体等と協働・連携しながら進める教育・研究・地
域貢献の取組を促進します。

　企業や県民の社会貢献活動への参加を促進します。

取 組 内 容
①　職員の地域貢献活動への参加の促進
　（担当課室：県民生活課、スポーツ振興課、温暖化対策課、人事課）

　県庁除雪ボランティア隊が、社会福祉協議会等と連携し、地域の要望に基づいて高齢者等要援護者世帯の
敷地等の除雪を行います。

　職員によるスポーツボランティアチームにより、「ささえるスポーツ」を実践することで、県民への活動
の広がりを目指すとともに、地域貢献活動の促進を図ります。

　職員が率先して環境美化に取り組んでいく運動の一環として、通勤途中や庁舎周辺の清掃活動を実施しま
す。

　消防団員、自治会役員、スポーツ少年団指導者など一定の期間、継続的に従事する必要がある地域貢献活
動を行っている職員について、人事配置の面からサポートします。

平成28年度の実施状況

　市町村社会福祉協議会からの要請に基づき、県庁職員が高齢者宅等を中心に除雪ボランティア活動を実施
しました。平成２９年３月３１日現在で、活動登録者は５２８人（前年度５００人）、活動実績は延べ６２
人が延べ１１世帯（同延べ２６人が延べ４世帯）で活動しました。

　4月と１０月の２度にわたって、県庁スポーツボランティアチーム登録者を募集し、登録者の増加を図る
とともに、ボランティアを必要とする試合等の情報を収集し、登録者へ提供しました。

　「みんなでクリーンアップ作戦」として、５月から１０月までの毎月１回（最終水曜日）県職員が通勤途
中や昼休みに庁舎周辺の環境活動を行いました。より多くの職員に参加してもらうために庁内放送や掲示板
での実施日の周知に加えて、前年度に引き続き、希望者に対して前日にデレッキを配布しました。その結
果、目標を上回る４,４７５人の参加者数となりました。

575人 600人

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】
　退職後の地域活動の継続につなげられるよう、現役時代から地域活動への参加を促していきます。また、
平成28年度末退職者の辞令交付式では、知事あいさつの中で「それぞれの地域の頼れる住民としてご活躍
を期待する」という言葉を贈っています。

取組目標の達成状況 県庁除雪ボランティア隊活動登録者数

H24 H25 H26 H27 H28 H29

目 標 － －
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　活動登録者を確保するために、掲示板や庁内会議等を活用し、定期的に除雪ボランティア活動の周知や地
域貢献活動の重要性をPRします。

　引き続き、文書や掲示板で県庁スポーツボランティアの登録者を募集するとともに、より多くの登録者に
ボランティアに参加していただけるような方法について考察します。

　平成２９年度は「ねんりんピック秋田２０１７」が開催され、全国から多くの方の来県が見込まれること
から、本県のイメージアップのためにもクリーンアップの参加を積極的に呼びかけていきます。

－

目標達成率 － － 100% 101% 108% －

前年度比 － － +7人 +4人 +8人

取組目標の達成状況 県職員スポーツボランティアチーム登録者数

H24 H25 H26 H27 H28 H29

75人

実 績 － 59人 66人 70人 78人 －

目 標 － － 66人 69人 72人

取組目標の達成状況 みんなでクリーンアップ作戦参加者数

H24 H23～H25平均 H26 H27 H28 H29

4,000人

実 績 － 3,997人 4,512人 4,549人 4,475人 －

目 標 － － 4,000人 4,000人 4,000人

－

目標達成率 － － 113% 114% 112% －

前年度比 － － 112.88% 100.82% 98.37%

平成29年度の取組内容（予定）

　引き続き、人事配置の面から職員のボランティア活動等の促進をサポートします。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　除雪ボランティアについては、目標数を下回りましたが、要請に対応することができた
ほか、スポーツボランティアチーム登録者数及びクリーンアップ作戦参加者数は目標を達
成しました。
　また、定期人事異動方針に基づき、職員の地域貢献活動について人事配置の面からサ
ポートを行ったことからＡ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要
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H24 H25 H26

前年度比 － － +11件 +７件 +１件 －

実 績 － 49件 60件 ６７件 ６８件

H27

－

アダプトプログラム協定締結件数（漁港）

H24 H25 H26 H27 H28 H29

－

前年度比 － － +2件 +2件 -2件 －

実 績 －

平成29年度の取組内容（予定）
　秋田産学官ネットワークによる企業と大学等とのマッチング活動を継続するとともに、平成２８年度に誘
致した「ユニット研究室」の共同研究活動を支援していくこととしています。
　また、私大・短大に加え、専修学校が行う地域課題解決に向けた活動も支援するほか、国際教養大学・秋
田県立大学に運営費交付金を交付し、地域貢献の取組を進めていきます。

取 組 内 容
③　企業や県民の社会貢献活動への参加の促進
　（担当課室：建設政策課、水産漁港課、地域の元気創造課）

　道路や河川、漁港などの一定区間について、地域住民や地域企業等との協働により、自発的に環境美化・
維持管理に取り組む活動（アダプトプログラム）を推進します。

　個人のスキルや経験を生かした多様なスタイルの社会貢献活動への県民参加を進めます。

平成28年度の実施状況

　ボランティアや市民活動の拠点である秋田県ゆとり生活創造センター（遊学舎）を指定管理により運営
し、県民が気軽に社会参加する機会を提供したほか、NPO法人等による社会貢献活動の活性化に努めまし
た。
　また、地域課題の解決に向け多様な主体が協働して取り組む「県民協働プロジェクト支援事業」は３年目
を迎え、継続事業を６件、新規事業を１件実施しました。
　職員の協働意識の啓発を目的として、幹部職員を対象とした協働セミナーを開催し、NPO法人代表によ
る事例発表を行ったほか、NPOと職員との意見交換等を実施しました。

　各地域振興局農林部及び建設部における取組状況等について情報共有を図りながら、企業や団体と協働に
よる漁港及び道路・河川等の環境美化活動の取組を進めました。

アダプトプログラム協定締結件数（道路・河川）

0件 ２件 2件 ０件

H28 H29

　地域課題と大学等の資源のマッチングを促進するとともに、大学や学生等による地域貢献活動を支援しま
す。

平成28年度の実施状況

　県が事務局を担っている秋田産学官ネットワークでは、産学官金の関係者が一堂に会する情報交換を年５
回開催するとともに、ネットワークのコーディネータ－が大学の持つ技術シーズと県内企業ニーズのマッチ
ングを行ったほか、県が競争的研究資金を提供して大学と企業等の共同研究を促進しました。また２８年度
には、県が首都圏の大学等から２つの「ユニット研究室」を県内に誘致し、県内の企業や大学、公設試との
新たな共同研究の実施につなげることができました。
　大学・短期大学による地域貢献の取組を促進するため、学生による地域の子育て支援活動など私立大学・
短期大学が行う地域課題解決に向けた事業を支援したほか、公立大学法人（国際教養大学・秋田県立大学）
に運営費交付金を交付し、大学による、自治体・企業等と連携した地域振興のための活動や地域における国
際交流活動などの取組を支援しました。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

　秋田産学官ネットワークによる「人による支援」と県による「資金による支援」、さら
に「ユニット研究室」を核とした新たな共同研究の実施によって、大学等と企業・自治体
の協働・連携が促進されるとともに、県内各大学・短大においては、各教育機関の特徴を
生かして、地域課題をテーマとした教育研究活動、留学生の派遣による国際交流活動、自
治体等との連携による地域振興に向けた活動等により、地域貢献の取組を進めたことから
A評価としました。見直しが必要

取 組 内 容 ②　大学や学生等による地域貢献活動の支援　　　（担当課室：高等教育支援室）

概 ね 順 調

一部改善の余地あり

各種データの実績
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　アダプトプログラムについては、引き続き、企業・団体等への制度の周知に努め、自発的な活動意欲を有
する企業・団体等との更なる協働拡大に取り組んでいきます。

概 ね 順 調
　経験豊富な県庁出身者が地域でリーダーシップを発揮できるよう更なる意識喚起に
努めてほしい。

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

　引き続き、秋田県ゆとり生活創造センターにおいて、若者やシニアなど多世代の市民活動参加を促す講座
を行うとともに、「県民協働プロジェクト支援事業」により、多様な主体で構成する協議会を支援し、社会
全体で協働に取り組む気運の向上に努めます。
　職員の協働意識をさらに高めるため、幹部職員を対象とした協働セミナーを開催するほか、職員を対象と
したNPO体験研修の円滑な実施に協力します。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調

　アダプトプログラムについては、平成２８年度における協定締結件数は１件増と微増で
はあるが、着実に取組が広がっており、企業や県民等の社会貢献活動参加への意識が醸成
されてきています。
　また、社会貢献活動やＮＰＯ活動のきっかけとなるよう各種講座を開催し、相談・情報
提供を行うことにより県民の参加促進を図るとともに、多様な主体が協働する「県民協働
プロジェクト支援事業」により、新たに１団体が事業を開始し協働の拡大に寄与しまし
た。
　秋田県ゆとり生活創造センターにおいてＮＰＯ・ボランティア支援講座（年３回）や
NPO会議（年１回）、プロボノ推進事業（年３回）、コミュニティビジネスサロン（年３
回）等を開催し、多様なスタイルの社会貢献活動への県民参加を促進したことなどから、
A評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

平成29年度の取組内容（予定）
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取 組 項 目 №7　秋田県市町村未来づくり協働プログラムの推進

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

市町村プロジェクトの策定数

取 組 方 針

　個別の事業レベルではなく政策レベルで市町村と協働することにより、県と市町村の行政資源を効率的に
投入し、地域の重要課題及び県の重要課題の解決を図ります。

取 組 内 容 ①　秋田県市町村未来づくり協働プログラムの推進　　（担当課室：地域の元気創造課）

　市町村の提案に基づく地域課題解決型のプロジェクトについて、県と市町村が一緒になって、企画段階か
ら実施、フォローアップまで推進します。

平成28年度の実施状況

　平成28年度は、すべての市町村で事業に着手しました。
　また、平成27年度までに策定した２４件のうち、２３件について、成果指標の達成を目指して、市町村
と連携して取り組みました。残る1件（鹿角市）は、平成26年度で事業が終了し、事後評価も実施済みであ
り、地域振興局事業により、現在プロジェクトのフォローアップに取り組んでいます。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】
　協働プログラムの成果として「道の駅うご」や「にかほっと」がマスコミに取り上げられたほか、県公式
ウェブサイト「美の国あきたネット」や広報紙を通じて広く情報発信を行いました。

各種データの実績

H29

実 績 5件 7件 3件 9件 － －

H24 H25 H26 H27 H28

平成29年度の取組内容（予定）

　実施中のプロジェクトについては、施設整備等のハード事業の着実な実施を図るとともに、その施設を活
かした広がりのある効果的なソフト事業を、市町村と連携しながら展開します。
　また、事業が終了した市町村については、事後評価を行うとともに、その成果の定着に向け、フォロー
アップに取り組みます。

－

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　すべての市町村で事業に着手し、概ね順調に取組が進んでおり、早い時期に開始し施設
整備が終わったプロジェクトでは、地域の賑わいやスポーツ・観光振興等につながってい
ることから、Ａ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

前年度比 － +2件 -4件 +6件 －

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調

　市町村との協働の質を向上させるために、市町村側の意見を汲み上げる努力を続け
てほしい。
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新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

平成28年度の実施状況

取 組 項 目 №8　秋田県・市町村協働政策会議の運営

取 組 方 針

　県・市町村協働のための協議の場を設置・運営することにより、県と市町村の協働の取組を推進し、その
総合力で住民サービスの向上や地域の活性化、県勢の発展等を図ります。

取 組 内 容 ①　秋田県・市町村協働政策会議の運営　　　（担当課室：市町村課）

　秋田県・市町村協働政策会議において、県と市町村が双方向で政策等の提案を行い、対等な立場で議論
し、県及び市町村が協働で取り組むべき政策、施策、事業等に関する合意形成を図ります。

平成29年度の取組内容（予定）

　県及び市町村が協働で取り組むべき政策、施策、事業等に関する合意形成を図るため、総会や幹事会を開
催します。

　総会を２回、幹事会を２回開催し、市町村からの「保安上危険な住家への対応」、「罹災証明書の交付に
伴う被害調査等実施体制の整備」に関する提案や、県からの「自治体情報セキュリティクラウドの共同運
営」、「奥羽、羽越新幹線整備促進期成同盟会の設立」に関する提案などについて協議しました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

　協働政策会議の開催内容について県公式ウェブサイト「美の国あきたネット」に掲載しております。また
協働政策会議で実施を合意した取組については別途県と市町村の機能合体の進捗状況の中で実績を掲載して
おりますが、今後効果・実績が現れた取組についても、追記しながら周知してまいります。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調

一部改善の余地あり

見直しが必要

　総会は、知事と市町村長が一堂に会して意見交換を行う場として、重要な役割を果たし
ており、また、幹事会も、県と市町村の間における施策の十分なすり合わせ等に大きな役
割を担っていることからＡ評価としました。

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調
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平成28年度の実施状況

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　県と市町村が協働で様々な取組を展開し、新たな成果を上げることができたことからＡ
評価としました。来年度以降も、関係部局や地域振興局、市町村と協議を行いながら、取
組の見直しや拡充を図ります。

一部改善の余地あり

見直しが必要

　引き続き、県と市町村が協働で様々な取組を展開し、新たに、秋田市営住宅と県営住宅の住宅管理の共同
化や県において行審法に係る第三者機関の運営を開始したほか、情報セキュリティクラウドの共同運営に関
する協定を締結しました。

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

　観光振興、消費生活相談、職員研修、道路維持管理など、各分野で進めている事業分野ごとの機能合体の
取組の他分野への拡大と全県への普及を促進します。

取 組 項 目 №9　効果的・効率的な行政システムの構築

取 組 方 針

　県と市町村の機能合体の取組をその効果を検証しながら更に拡大、普及させるとともに、将来の人口減少
社会においても住民サービスの水準を確保するための自治体同士の連携を進めることにより、県と市町村を
通じた効果的・効率的な行政システムを構築します。

取 組 内 容 ①　市町村との機能合体の拡大、普及　　　（担当課室：市町村課）

　平鹿地域振興局と横手市とで行われている、事務事業の移管等を通じた執行体制の一体化・共同化、ワン
フロア化などの機能合体の取組を、他地域へ普及促進します

平成29年度の取組内容（予定）

　秋田県・市町村協働政策会議、機能合体等推進会議及び人口減少社会に対応する行政運営のあり方研究会
等の場において、県と市町村及び市町村間の効率的・効果的な行政運営・連携方策について協議し、下水道
事業の公営企業会計移行に向けた固定資産調査・評価業務の県と３市町による共同実施など合意を得たもの
から実施しました。

取組目標の達成状況 自治体同士の連携が実現した取組数

H24 H25 H26 H27 H28 H29

平成28年度の実施状況

取 組 内 容 ②　市町村の効率的な行政システムの構築の支援　　　（担当課室：市町村課）

　将来の人口減少社会を見据え、県と市町村の有する行政資源を効果的に活用し、住民サービスの水準を確
保するための自治体同士の連携のあり方について研究し、県と市町村を通じて人口減少社会に対応できる行
政体制を構築します。

　今年度の協働政策会議で町村会から提案のあった「罹災証明書の交付に伴う被害調査等の実施体制の整
備」について取組を開始するほか、引き続き市町村と協議を重ね、新たに取り組む業務の掘り起こしや、イ
ンフラや公共施設の共同化等の横展開など取組の拡充を図ります。

10件

実 績 0件 0件 ７件 5件 10件 －

目 標 － － 5件 5件 10件

－

目標達成率 － － 140% 100% 100% －

前年度比 － － +7件 -２件 +5件

平成2９年度の取組内容（予定）
　引き続き、秋田県・市町村協働政策会議、機能合体等推進会議及び人口減少社会に対応する行政運営のあ
り方研究会等の場において、市町村との協議を進め、新たな提案の掘り起こしや取組の拡充などを図り、将
来の人口減少社会においても住民サービスの水準を確保できる行政運営体制の構築に取り組みます。
　また、平成２９年度から市町村の行政サービスにおける民間委託や指定管理制度の導入についてのメリッ
ト・デメリットや先進事例の検証等を行う市町村行政サービス改革研究事業を実施します。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　市町村と協議を進め、新たに２つの作業部会を設置したほか、下水道事業の公営企業会
計移行に向けた固定資産調査・評価業務の県と３市町による共同実施などの成果を得たこ
とからＡ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調
　県と市町村の機能合体によるポジティブな効果について、周知に努めてほしい。
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 　マイナンバー制度については、県民の利便性の他、業務の効率化、費用対効果等を勘案しながら、個人番
号の独自利用に関連するシステム改修について検討していきます。

　クラウドコンピューティングを活用した図書館総合電算システムにより、県の各教育機関が所蔵する図
書、画像、音声等のデータを一元化します。

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号利用法）に基づくマイナ
ンバー制度について、本県独自の活用の仕方を検討します。

平成28年度の実施状況

　個人番号（マイナンバー）の独自利用に関する条例が平成２８年１月１日に施行されたことにより、平成
２８年度は条例で規定された事務について個人番号を利用できるようになりました。平成２９年７月から開
始の情報連携に向けて準備を進めています。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　マイナンバー制度については、情報連携開始に向けた準備を進めたほか、総合防災シス
テムについては、定期的な操作訓練を実施した結果、市町村等関係職員によるシステムの
確実な運用、操作の習熟が図られ、県民の利便性向上につながったことからA評価としま
した。

一部改善の余地あり

見直しが必要

平成29年度の取組内容（予定）

　平成２７年４月から新システムとして「秋田県総合防災情報システム」の運用を開始し、高速・大容量デ
ジタル通信機能を活用して災害情報等の伝達・収集を行ったほか、同システムの運用体制維持を目的に、市
町村等関係職員を対象とした操作訓練を平成２８年５月、８月、１１月、平成２９年１月にそれぞれ実施し
ました。

　図書館総合電算システムを利用した「秋田県デジタルアーカイブ」の参加機関数に変更はなく、本館を含
む全７機関がデジタルデータの提供を行いました。平成２９年３月末現在で６０６,９５７件を登録していま
す。

　総合防災情報システムについては、引き続き、確実なシステム運用体制を維持するため、定期的に各機能
を網羅した操作訓練を実施します。

　参加機関の資料のデジタル化と、その登録を推進するとともに、秋田県デジタルアーカイブの周知をより
一層進め、県民による利活用を図ります。

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

　「秋田県総合防災情報システム」を更新し、最新の通信方式を採り入れ、高速・大容量デジタル通信に対
応した、災害に強いシステムを整備、運用します。

取 組 項 目 №10　情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した行政サービスの充実・拡大

取 組 方 針

　情報通信技術（ＩＣＴ）を活用し、行政サービスの充実・拡大を図ります。（防災情報、図書データ、マ
イナンバー制度等）

　電子申請・届出サービスの対象手続の拡大や携帯電話等からの申請にも対応することで利用者の利便性の
向上を図ります。

取 組 内 容
①　情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した行政サービスの拡大
　（担当課室：総合防災課、教育庁生涯学習課、情報企画課）
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　オンライン化対象手続の掘り起こしを行い、対象手続を拡大します。

取 組 内 容 ②　電子申請・届出サービスの対象の拡大や手続の見直し　（担当課室：情報企画課）

平成28年度の実施状況

　全庁に向けてオンライン化対象手続きの掘り起こしを行い、新たに７手続きをオンライン化しました。ま
た手続き所管課の要望を踏まえ、簡易操作マニュアルを作成して利便性の向上を図りました。

各種データの実績

電子申請を利用した申請様式の増加数（携帯電話等を含む。）

H28 H29

7件 －

H24 H25 H26 H27

実 績 7件 6件 11件 9件

平成29年度の取組内容（予定）
　申請様式作成を簡易なシステムに更新し、オンライン化対象手続きの掘り起こしや拡大に取り組みます。
更新した電子申請システムに関する職員研修会を開催し、職員のシステム操作の習熟に努めます。

－

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　新たに７件のオンライン化対象手続の掘り起こしを行い、利便性向上につながったこと
からA評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

前年度比 － -1件 +5件 -2件 -2件

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調
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平成29年度の取組内容（予定）

　引き続き、公共施設の利用者満足度調査を実施するとともに、各施設の利用者等の目標及びサービス改善
の取組を公表します。

－

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　利用者満足度については、２７年度の実績、２８年度の目標をわずかに下回りました。
各施設において、指定管理者や所管課が様々な工夫をしてサービス向上に取り組んでいま
すが、利用者等の意見を踏まえた効果的な取組をより一層推進していく必要があることか
らＢ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

目標達成率 － － 99.0% 98.4% 97.0%

前年度比 － -0.6% +0.7% +0.5% －

実 績 86.0% 85.4% 86.1% 86.6%

-0.3%

目 標 － － 87.0% 88.0% 89.0% 90.0%

86.3% －

平成28年度の実施状況

　27年度利用者数の実績及び28年度の目標及びサービス改善のための取組を公表しました。

取組目標の達成状況 公共施設顧客満足度

H24 H25 H26 H27 H28 H29

取 組 内 容 ①　公共施設のサービス改善状況の公表　　　（担当課室：総務課）

　公共施設の利用目標と利用実績、各施設で実施するサービス改善の具体的な取組等を毎年度、公表しま
す。

取 組 項 目 №11　公共施設のサービス改善の推進

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

取 組 方 針

　公共施設のサービス改善を進め、施設の利用拡大につなげます。

　指定管理者制度導入施設の評価を継続的に実施することにより、指定管理者の業務改善を促し、利用者へ
のサービスの向上を図ります。
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≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

一 部 改 善 の
余 地 あ り

平成29年度の取組内容（予定）
　チェックリストを活用するなどして着実に評価を実施し、その結果を公表します。

－

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　総合評価が「A」の施設の割合は目標を上回っていますが、利用者等の意見を踏まえた
効果的なサービス改善をより一層推進していく必要があることからＢ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

目標達成率 － － 107.4% 113.0% －

　大半の施設（93.8％）の評価がＡとなっているが、問題が指摘され、改善に繋が
るような評価手法や住民意見の汲み上げ方法について、引き続き検討してほしい。

81.5% 83.0% 84.5% 86.0%

－

前年度比 － +5.2% +2.6% +6.3% －

実 績 79.7% 84.9% 87.5% 93.8% （6月末集計・
公表見込）

目 標 － －

　2７年度の指定管理者制度導入施設の管理運営状況等について評価を実施し、評価結果を「美の国あきた
ネット」において公表しました。評価結果は、６５施設中６１施設（９３.８％）がＡ評価（良好な順にＡ～
Ｃの3段階評価）となっています。
　また、評価方法の見直しについては、指定管理者及び所管課の事務負担の増加や各施設の特性の反映など
の課題があり、当面はチェックリストを活用するなどして現行の評価を着実に実施することにしました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

　各施設の利用者満足度について一律の基準や手法で評価することは困難であり、指定管理者や所管課の事
務負担が懸念されることから、当面はチェックリストを活用するなどして現行の指定管理者導入施設の評価
を着実に実施することとしました。
　また、利用者満足度向上に効果的な取組の推進については、他の取組等を参考に検討することにします。

取組目標の達成状況 総合評価が「Ａ」の施設の割合（指定管理者制度導入施設）

H24 H25 H26 H27 H28 H29

取 組 内 容 ②　指定管理者制度導入施設の評価の実施　　　（担当課室：総務課）

　指定管理者制度導入施設について、指定管理者による１次評価、県による２次評価を実施するとともに、
その結果を毎年度、公表します。

平成28年度の実施状況
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取 組 項 目 №12　制度や手続の見直し

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

取 組 方 針

　各種の制度、法律等に地方の意向を反映させるため、国への要望を行います。

　国が義務付け・枠付けしていた各種の基準等を、本県の実情に即したものとすることにより行政の効率化
や県民サービスの向上を図ります。

　県に対する提出書類や手続を見直し、県民の利便性向上を図ります。

取 組 内 容 ①　地方の意向が反映されるための国への要望　　　（担当課室：総合政策課）

平成29年度の取組内容（予定）

　これまでの要望が反映されていない事項等については、引き続き要望を行うとともに、地方創生の着実な
推進に向け、国による構造改革や本県が有する多様な資源を活用した独自の取組などを積極的に推進するた
め、各省庁に対して平成３０年度の政府予算や制度について提案・要望を行います。併せて、全国知事会等
を通じて地方の声が的確に反映されるよう要望してまいります。

　地方分権改革関連法案等に本県も含めた地方の声が反映されるよう、県単独で、又は全国知事会等を通じ
て国に要望します。

平成28年度の実施状況

　地方の意向が政府予算や各種制度に的確に反映されるよう、各省庁に対し、県単独で施策・予算に対する
要望活動を７月（要望４７件）と１１月（要望２２件）に実施しました。また、全国知事会等を通じた要望
活動なども実施しました。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　県独自の要望として春季と秋季に２回、また、全国知事会を通じた要望を実施した結
果、農業農村整備事業予算の増額、東北中央道の未開通区間の新規事業化、公共施設最適
化事業債の制度拡充、警察官の増員等において要望が反映されたことからA評価としまし
た。引き続き、秋田県の声が反映されるよう、時宜を得た要望活動を実施します。一部改善の余地あり

見直しが必要

　国が進めている地方公共団体の様々な義務付け・枠付けに係る見直しをさらに求めていくとともに、今後
見直しの対象となる県の各種の基準等を、本県の実情に即した基準とします。

平成28年度の実施状況

　国が実施した地方分権に関する提案募集に対して、本県からは、地方創生推進交付金事業に関する手続簡
略化と運用の弾力化などを提案したほか、全国知事会からは、地方分権改革の一層の推進に向けて、提案募
集方式の対象範囲拡大などを求めるとともに、第6次分権一括法で創設された地方版ハローワークを実効性
あるものとする仕組みの構築を求める要望を行いました。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　平成２８年１２月に閣議決定された「平成２８年の地方からの提案等に関する対応方
針」において、本県からの提案事項について対応することとされたほか、各自治体からの
提案に対する対応方針に基づき、法律改正を要するものについては、平成２９年３月に一
括法案として国会に提出されたことから、Ａ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

取 組 内 容 ②　国のさらなる義務付け・枠付け等の見直しへの対応　　（担当課室：総合政策課）
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平成29年度の取組内容（予定）
　平成２９年の提案募集に向けて庁内各部局と協議するとともに、県内市町村からの積極的な提案に向けて
検討を行ってまいります。

平成2９年度の取組内容（予定）

　県民サービスの維持・向上の観点から、引き続き、事務事業の見直しの取組の中で、申請書類の簡素化、
手続きの迅速化に取り組みます。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　見直し件数は昨年より少なくなりましたが、事務事業の見直しが一定程度進んでいる
中、各所属が申請書類の簡素化や手続きの迅速化の視点も踏まえて検討し、取組を実施し
たことから、A評価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要

2件 －

前年度比 － － － +1件 -3件 －

実 績 － － 4件 5件

各種データの実績

手続の迅速化・簡素化に関連する事務事業の見直し件数

H24 H25 H26 H27 H28 H29

取 組 内 容 ③　手続の簡素化・迅速化の推進　　　（担当課室：総務課）

　県に対する申請書類の簡素化や手続の迅速化を図ります。

平成2８年度の実施状況

　事務事業の見直しにおいて、各所属が主体的に取組を進める中、申請書類の簡素化や手続きの迅速化の視
点を踏まえた見直しを行いました。（平成2８年度見直し事例：あきたスギッチファンドの民間への委譲、
療育手帳の交付迅速化）

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調
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平成2９年度の取組内容（予定）
　着実な地域防災力の強化に向けて、引き続き、各種研修会や防災訓練を実施します。

－

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　組織率の減少は、秋田県防災・減災行動計画（平成２８年３月）の策定に当たり、一部
の市町村において、自主防災組織として結成されているものの、活動が活発ではなく、必
要な「初期消火、避難誘導、救護」等の実行能力を十分に有していないと認められるもの
を除いたことによります。一方で、各市町村では継続して自主防災組織の設立を働きかけ
ており、新たな組織の設立も着実に増えていることから、B評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

目標達成率 － － 100.5% 101.7% 92.1%

※自主防災組織の組織率について、平成28年3月に策定した「秋田県防災・減災行動計画」において、集計方法の見直等によ
り目標数値の見直しを行ったことから、これに合わせて本大綱の目標数値も変更している。（本変更については、平成２８年
度行財政改革推進委員会で了解済。また、県議会総務企画委員会に報告済です。）

－

前年度比 － 102.1% 104.2% 103.9% 88.9% －

実 績 69.9% 71.4% 74.4% 77.3% 68.7%

H28 H29

目 標 － － 74.0% 76.0% 78%→74.6% 80%→77.0%

H24 H25 H26 H27

　災害時には、自助・共助・公助の連携、とりわけ初動時の避難、救助における自主防災組織の活動が重要
であることから、自主防災組織の育成・強化のため、防災士を自主防災アドバイザーとして地域に派遣（４
６回）したほか、自主防災組織育成指導者研修会（６か所）、自主防災組織リーダー講習会、優良自主防災
組織表彰（１団体）などの事業を実施しました。
　また、災害時の初動対応を中心に、県民防災の日訓練（図上訓練）、会場市町村との共催により夏・冬の
総合防災訓練（実動訓練）を実施しました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

　自主防災組織リーダー講習会を開催し、地域防災の担い手となる人材の育成に取り組みました。

取組目標の達成状況 自主防災組織の組織率

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

平成2８年度の実施状況

取 組 項 目 №13　地域防災力の強化

取 組 方 針

　大規模、複雑・多様な災害に対応するため、地域防災力を強化します。

取 組 内 容
①　大規模、複雑・多様な災害に対応した地域防災力の強化
　（担当課室：総合防災課）

　平成25年度に全面的な見直しを行った地域防災計画に基づき、市町村・関係機関と連携した総合的な防
災対策を推進し、地域防災力の強化を図ります。

　東日本大震災以降、増加してきた自主防災組織の組織率と防災意識が今後も維持・
強化されるよう、県民意識の喚起に努めてほしい。

B
一部改善の
余地あり

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

　既存の共助組織の高齢化等で担い手の確保が困難な状況に直面している現状を踏ま
えて、地域における共助のあり方について住民を交えながら検討してほしい。
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平成2９年度の取組内容（予定）

　業務継続計画に基づいた業務執行体制を構築し、大規模災害発災時などに備えることとしています。

　大規模災害時に優先して実施すべき業務を的確に行えるよう、手順書を作成して備え付けるとともに、必
要な人員を確保する体制を構築しました。
　また、全庁版のＩＣＴ部門業務継続計画書（ＩＣＴ－ＢＣＰ）を完成させるため、前年度まで未作成で
あった４課所（７システム）に改めて作成を依頼し、３課所６システムのＢＣＰを作成しました。なお、１
システムについては所管課からの申し出により作成対象から取り下げました。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　大規模災害時の優先業務及び業務執行体制の確認を行い、登庁までの所要時間を想定し
て、開始目標時間までに必要な人員が確保できない場合の対応など、本庁各部局及び地域
振興局内で調整しました。感染症流行時の対応についても、検討を行い、業務執行体制の
確保に努めたことなどから、Ａ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

　感染症発生時における庁内の予防接種の対象者や接種医療機関について検討を行い、業務継続体制の確保
に取り組みました。

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

平成2８年度の実施状況

取 組 項 目 №14　業務継続体制の整備

取 組 方 針

　業務継続計画に基づき、非常事態発生時においても、業務を継続するための体制を確保し、県民サービス
への影響の最小化を図ります。

取 組 内 容
①　業務継続計画による業務継続体制の整備
　（担当課室：総合防災課、情報企画課、健康推進課、総務課）

　業務継続計画に基づき、応急対策業務や優先度の高い通常業務へ必要な資源（ヒト、モノ等）を確保、配
分するなどにより、非常事態が発生した場合でも、業務継続体制を確保します。（大規模災害関連、情報シ
ステム関連、新型インフルエンザ等）

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調

　最大限のリスクを想定して、その予防あるいは発生した際の対応について検討と周
知を強化してほしい。
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新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

　研修評価を踏まえ、科目構成や実施方法等の最適化を図るとともに、職員自身も研修成果を、より効果的
に業務にフィードバックさせるために、アフターフォローを実施します。

取 組 項 目 №15　職員研修の充実と業務への反映

取 組 方 針

　研修成果の業務への反映について事後チェックを行い、より効果的な研修実施に努めます。

　県行政の様々な課題に迅速・的確に対応する能力を向上させるため、能力開発研修を実施し、若手職員を
中心に幅広い職階の職員の受講を促します。

取 組 内 容 ①　研修の見直し　　　（担当課室：人事課）

概 ね 順 調 　前年度までの評価結果に応じた改善を行ったほか、受講者へのアンケート調査により、
研修で得た知識やスキルの業務での活用や実践度を確認しました。これらを踏まえて、講
義と演習の構成変更や行政事例を増やすなど、研修内容について検討と調整を行い、次年
度の研修実施方法の見直しを行ったことからＡ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

平成2９年度の取組内容（予定）

平成2８年度の実施状況

　より高い研修効果が得られるよう、過年度の自治研修所における研修評価（改善点含む）を担当講師と共
有することで、研修内容の改善に努めました。また、受講者へのアンケート調査により、研修目的やねら
い・研修効果に関する意見とともに、研修内容や進め方など実施面での意見も聴取し、受講者の振り返りや
次年度以降の効果的な研修実施に反映させるよう努めました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

　従来からコミュニケーション能力や多様な行政課題に対応できる能力などを養成する研修を実施し、職員
の資質・能力の向上に努めていますが、平成２８年度は採用３年目の職員を対象とした研修でコミュニケー
ション能力に関する内容を強化するなど、研修評価を踏まえ、必要な研修内容の見直しを行いました。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

　平成29年度は現行計画の最終年度であることから研修体系における大きな変更点はないものの、既存の
メンタルヘルス（セルフケア・ラインケア）に加えてレジリエンス研修を実施するなど、所要の見直しを行
います。引き続き、研修評価や受講者アンケートなどにより、効果的な研修の実施に努めます。
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　能力開発研修を約４００名の職員が受講したほか、組織力向上研修が研修科目として定
着するなど、必要な研修内容の改善が図られたことからＡ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

平成2９年度の取組内容（予定）

　県内の優れた人材の活用や先進事例に学ぶ取組をしてほしい。

概 ね 順 調

　若手職員の能力開発研修受講を促進しつつ、組織全体で、それぞれの役職段階に応じて求められる能力開
発に、最も適した時期に取り組めるような仕組みづくりに努めます。

取 組 内 容 ②　若手職員を中心とする能力開発研修の充実　　　（担当課室：人事課）

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

　引き続き職員の能力開発研修受講を促進するとともに、平成29年度に予定している研修基本計画の改訂
に当たっても、役職ごとに求められる能力の開発に必要な知識・技能を修得できるよう、研修内容の充実を
図ります。

平成2８年度の実施状況

　職員が自己の能力を十分に発揮できる働きやすい職場づくりを進めるため、平成２７年度に新設した組織
力向上研修「ブラザー・シスター職員研修」、「女性職員キャリアデザイン研修」及び「メンタルヘルス
（ラインケア）研修」について、実施内容の改善を図りながら継続開催し、組織全体への研修効果の浸透と
行政課題への対応能力の向上に努めました。また、一定の年齢や職階にある職員の受講を必須とした役職段
階別指定研修及び能力開発研修については、特に県職員として成長過程にある一般職員（主任以下の若手職
員）に多くの研修機会を設け、必要な能力開発を行うことができるよう努めました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

　従来からコミュニケーション能力や多様な行政課題に対応できる能力などを養成する研修を実施し、職員
の資質・能力の向上に努めていますが、平成２８年度は採用３年目の職員を対象とした研修でコミュニケー
ション能力に関する内容を強化するなど、研修評価を踏まえ、必要な研修内容の見直しを行いました。（№
15①に同じ）

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
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評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調

平成2８年度の実施状況

取 組 内 容 ②　技術職員の計画的な採用と育成　　　（担当課室：人事課）

　技術職については、専門技術力の維持・向上を図るため、計画的な採用やバランスのとれた人事配置を行
うとともに、外部研修等も活用し、計画的な育成を行います。

≪外部評価≫

平成2９年度の取組内容（予定）
　引き続き、技術職員の計画的な採用や外部研修等の活用に取り組みます。

　定員管理計画のもと、中長期的な視点で職員の年齢構成バランスを考慮し、業務執行体制と行政サービス
水準を維持していくため、各部局との協議を踏まえて新規採用者数の平準化を図りました。経験年数や業務
経歴を踏まえて適材適所の人員配置に努めるとともに、各職員の資質向上のため、本省庁や公益法人、学会
等が主催する外部研修を積極的に活用し、業務従事だけでは十分に得がたい最新情報の収集や技術の習得、
資格の取得に努めました。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　技術職員については、今後数年間の定年退職見込み数や育児休業職員の代替配置なども
考慮しながら採用者数を決定したほか、外部研修等の活用により、専門技術力の維持・向
上に取り組んだことからＡ評価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要

平成2９年度の取組内容（予定）

　引き続き、専門性向上のための職員の計画的育成や職員の能力・適性に配慮した人事配置に努めます。

　財政、税務、情報システム、福祉部門など、特定分野における中核職員育成のための長期間の配置や、主
査昇任時まで３つの業務分野でジョブローテーションを実施することを人事異動方針に明記し、平成29年度
定期人事異動においても計画的育成への配慮に努め、限られた職員数のもとで組織力の維持・向上や継続的
な業務改善を図ることとしました。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　専門性向上のための計画的な職員養成や職員の能力・適性に配慮した人事配置に取り組
んだことからＡ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

平成2８年度の実施状況

取 組 項 目 №16　職員の専門性の向上

取 組 方 針

　限られた職員数で組織力を維持・向上させるため、専門的知識の習得とその活用を図ります。

取 組 内 容 ①　専門性を持った職員の計画的育成　　　（担当課室：人事課）

　事務職については、比較的長期間の配置や、若手職員のジョブローテーションを実施するとともに、専門
的な知識や経験を必要とする業務分野には、過去に同種の業務経験を有する職員を積極的に配置するなど、
職員の能力や適性を考慮した人事配置を行います。
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新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

取 組 項 目 №17　適正な公共調達の推進

取組目標の達成状況 総合評価落札方式の実施割合（予定価格4,000万円以上の工事）

取 組 方 針

　適正な公共調達を行うため、価格と品質で総合的に優れた調達手法として建設工事及び土木関係建設コン
サルタントにおける設計業務について、総合評価落札方式に取り組みます。

　予定価格の事後公表のモデル的試行を通じて、事前公表と事後公表のメリット、デメリットを検証し、入
札契約制度のより適切な運用に努めます。

取 組 内 容 ①　総合評価落札方式の推進　　　（担当課室：技術管理課）

　県で発注する予定価格4,000万円以上の工事について、企業の技術力や創意工夫による品質・性能の向上
等を期待できる工事を対象に総合評価落札方式に取り組みます。

　建設部及び農林水産部で発注する予定価格500万円以上の土木関係建設コンサルタントの設計業務で、企
業及び技術者の技術的能力等が業務の品質向上を期待できる業務を対象に総合評価落札方式に取り組みま
す。

平成2８年度の実施状況

　発注公所へ総合評価落札方式の周知・情報共有を行うとともに、発注公所の意見を取り入れ事前承認型の
対象工種の追加を行うなど適用しやすい環境を整えることにより、実施割合の向上を図りました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

　総合評価落札方式の適用による適正な公共調達の確保を図るため、発注公所への総合評価落札方式の周
知・情報共有を行うとともに、実施割合の向上を目的とした評価項目の見直し等に取り組みました。

H29

目 標 － － 50.0% 50.0% 50.0% 50.0%

H24 H25 H26 H27 H28

－

前年度比 － -0.3% +13.0% +5.1% -4.1% －

実 績 31.3% 31.0% 44.0% 49.1% 45.0%

－

各種データの実績

総合評価落札方式の実施割合（土木関係設計コンサルタント業務）

H24 H25 H26 H27 H28

目標達成率 － － 88.0% 98.2% 90.0%

H29

実 績 46.6% 37.4% 41.4% 42.4% 42.7% －

平成2９年度の取組内容（予定）

　引き続き、発注公所へ総合評価落札方式の周知・情報共有を徹底するとともに、評価基準の見直し等を行
いより使いやすい制度に改善することにより、総合評価落札方式の実施割合の向上を図ります。

－

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　総合評価落札方式実施割合の向上の取組にあたり、発注公所への文書による周知及び情
報提供を行いましたが、農林水産部、建設部以外の発注公所における適用実績の低迷によ
り、昨年度実績を下回る結果となったことから、Ｂ評価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要

前年度比 － -9.2% +4.0% +1.0％ +0.3％
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≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

一 部 改 善 の
余 地 あ り

平成2９年度の取組内容（予定）
　引き続きモデル的試行の実施方針の決定、各地域振興局への実施依頼を早期に行うことにより、前年度並
みの実施件数を確保します。
　また、発注後は、入札結果等の分析を行い、事前公表による弊害や事後公表の有効性の有無等について検
証します。

－

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　モデル的試行の実施方針の決定、各地域振興局への実施依頼を前年度に引き続き3月中
に行った結果、前年度を上回る実施件数を確保し、予定どおり事前公表案件との比較によ
る検証を行うことができたことから、Ａ評価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要

前年度比 － 0 -3件 +９件 +10件

　総合評価落札方式の意義に鑑みて、さらなる実施割合の向上に努めてほしい。

53件 －

H24 H25 H26 H27

実 績 37件 37件 34件 43件

各種データの実績

事後公表のモデル的試行実施件数

H28 H29

　建設工事における予定価格の公表時期のあり方について、事後公表のモデル的試行を通じて検証等を行い
ます。

取 組 内 容 ②　建設工事における予定価格の公表のあり方の検討　　　（担当課室：建設政策課）

平成2８年度の実施状況

　地域振興局農林部又は建設部の発注工事のうち、設計金額４，０００万円以上の一般土木工事と設計金額
２，０００万円以上のほ装工事を対象として、合計５３件の工事について、予定価格事後公表のモデル的試
行を実施しました。
　また、入札金額や工事成績評定点等の状況について、予定価格事前公表案件との比較検討を行い、事前公
表による弊害等が生じていないことを確認しました。
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≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調

平成29年度の取組内容（予定）
　平成28年度に施行された改正地方公務員法等による規制について周知し、退職管理の適正を確保しま
す。また、出資法人等に再就職した場合の給料等の規制について、退職者に遵守を求めます。

　県では、次のとおり退職者の再就職に関する規制を設けていますが、平成27年度中の退職者でこの規制
に違反した者はいませんでした。
・出資法人等に再就職する者の給料、報酬等の年間総額は、定年前退職者を除き、退職する時の職の再任用
職員としての給与の年額を超えないものとする。
　なお、改正地方公務員法の施行（平成28年4月1日）による働きかけ規制の導入に伴い、次の規制は廃止
しています。
・退職時に本庁課長級相当職以上の職にある職員は、退職後2年間は、退職前5年間に在籍していた県の機
関と密接な関係にある営利企業に再就職することを自粛する。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　再就職に関する規制の内容について周知徹底を図り、全ての退職者が規制を遵守したこ
とからA評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

平成28年度の実施状況

取 組 内 容
②　職員の営利企業への再就職制限や出資法人等に再就職した場合の給料等の規制
　（担当課室：人事課）

　職員が県の機関と密接な関係にある営利企業へ再就職することの制限や職員が出資法人等に再就職した場
合の給料（報酬）の上限の設定及び退職金の規制を行います。
※　改正地方公務員法の施行（平成28年4月1日）による働きかけ規制の導入に伴い、営利企業への再就職
の自粛は廃止しました。

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

平成28年度の実施状況

取 組 項 目 №18　職員の再就職に関する透明性の確保

取 組 方 針

　職員の再就職に関する情報の公開や営利企業への再就職制限等により、再就職に関する透明性を確保しま
す。
※　改正地方公務員法の施行（平成28年4月1日）による働きかけ規制の導入に伴い、営利企業への再就職
の自粛は廃止しました。

取 組 内 容 ①　再就職に関する情報の公開　　　（担当課室：人事課）

　職員の再就職に関する情報を、毎年度公表します。

平成29年度の取組内容（予定）

　引き続き、退職者の再就職状況を公表し、再就職の透明性の確保に努めます。

　平成27年度中に県を退職した138名について、平成28年7月1日現在の再就職状況を調査し、その結果
を8月5日に県政記者クラブに情報提供するとともに県の公式ウェブサイトに公表しました。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　例年と同様に退職者の再就職状況を公表し、再就職の透明性の確保に努めたことからA
評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

-33-



◎

◎

◎

◎

 

 

Ａ ◎

Ｂ

Ｃ

 

　業務の進捗状況や各種行事等の情報共有を促進し、業務の円滑な遂行と良好な職場環境を構築するほか、
あいさつの励行など、県民への丁寧な接遇態度の醸成を図ります。

　各種手順書等を電子掲示板、共有サーバ等に掲示し、職員間の情報共有を推進するとともに、業務の効率
化を図ります。

取 組 内 容 ①　事務事業の見直し　　　（担当課室：総務課）

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

取 組 項 目 №19　業務改善の推進

取 組 方 針

　職員数が限られている中、事務処理の簡素化・迅速化やスリムで効率的な業務推進体制を確立することに
よる、行政サービスの維持・向上を図り、新たな行政課題にも速やかに対応します。

　組織体制と職員意識の両面から事務ミス防止に向けた取組を推進します。

　県が実施する事務事業について、「廃止」、「民間委託」、「縮小・効率化」等の観点から不断の見直し
を進めます。

平成2８年度の実施状況

　業務改善の取組の一つとして、引き続き、「一班一見直しの観点から事務事業の見直し」を実施しまし
た。

各種データの実績

上記のうち廃止、民間委託、縮小・効率化に関する見直し件数

－ 536件 482件 452件

事務事業の見直し件数

H24 H25 H26 H27 H28 H29

456件 －

前年度比

実 績

－

前年度比 －

43件

－ 32.4% 67.2% 110.3% －

実 績 75件 179件 58件

平成2９年度の取組内容（予定）

　引き続き、業務改善の取組の一つとして、着実に取り組みます。
　また、業務改善に関する庁内ルールや業務改善のヒント、取組事例等の紹介を通じ、各所属がより一層、
主体的に取り組むことができる環境づくりに努めます。

－ － 89.9% 93.8% 100.9% －

39件

H27 H28 H29H24 H25 H26

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　業務改善の取組として、県民サービスの視点や業務効率化の観点など、各所属が自らの
事務事業を点検し、不断の見直しを実施したことからA評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要
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取 組 内 容 ②　業務全般にわたるきめ細かな改善の推進　　　（担当課室：総務課）

　事務処理マニュアルの確認と更新を徹底するとともに、継続的な事務ミス防止研修等の職員研修の実施に
より、事務ミス防止に対する職員の意識を向上・持続させます。また、事務ミスが発生した場合は、ミスの
内容や原因等について、組織全体で情報を共有し、ミスの再発を防ぐ体制を構築します。

平成2８年度の実施状況

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　業務の見直しや会議・研修などによる業務改善の推進など、各所属の主体的な取組を促
し、業務改善、事務ミス防止の取組を継続したことからA評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

　庁内会議の効率化、執務環境の改善など、業務全般にわたるきめ細かな改善を進めます。

　各所属が主体的に業務改善に取り組めるよう、工夫・改善の事例を情報共有します。

平成2９年度の取組内容（予定）
　引き続き、各所属による主体的な業務の効率化、事務ミス防止に向けた取組を行うとともに、効果的な取
組事例の紹介や共有を通じて、業務改善に向けた不断の取組を推進します。

取 組 内 容 ③　事務ミス防止に向けた取組の推進　　　（担当課室：総務課）

　ナレッジマネジメントの手法を活かした業務改善、事務ミス防止を推進します。

平成2８年度の実施状況

　一班一見直しの観点からの事務事業の見直しに取り組むこととし、各所属が自らの事務事業を点検し、業
務改善に取り組みました。

　業務改善に向けた庁内ルールや事務ミス防止に向けた取組をまとめた「業務改善ハンドブック」を改訂
し、日々の業務や会議・研修等の場を活用した業務改善を促進するなど、各所属による主体的な業務改善に
取り組みました。

　事務処理マニュアルに業務のコツや事例を記入するなど、職員間の情報の蓄積・共有を行い、業務改善、
事務ミス防止に努めました。

平成2９年度の取組内容（予定）

　引き続き、事務処理マニュアルの更新やマニュアルに基づく事務の実施などを徹底するとともに、研修等
を通じ、事務ミス防止に向けた意識啓発を行います。

　事務ミス防止に向け、事務処理マニュアルの更新やマニュアルに基づく事務実施などの業務改善を行った
ほか、業務改善に関する庁内ルールや事務ミス防止の取組をまとめた「業務改善ハンドブック」を改訂、配
布するなど、事務ミス防止のための環境整備に努めました。
　また、課長級職員研修及び管理監督職員研修において事務ミス防止研修を実施し、意識啓発を行ったほ
か、市町村における事務ミス防止の研修の実施に協力するなど、市町村の事務ミス防止に対する支援も行い
ました。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　職員の事務ミス防止に対する意識の向上に取り組みましたが、事務ミスが続いて発生し
たことから、B評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要
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取 組 内 容
④　職員間のコミュニケーションの充実による円滑な業務遂行
　（担当課室：人事課、地域の元気創造課）

　班内での職員の意思疎通を図り共通意識をもって業務を円滑に遂行するため、班員の動向や業務進行につ
いて確認する「朝コミ」の実施を継続します。

　県庁の各所属における情報共有と意思疎通等を円滑に進めるため、「さわやかほほえみあいさつ運動」の
一環として「朝礼」を実施します。また、来庁者や電話への応対では、挨拶を励行し、県民への丁寧な対応
に努めます。

平成2８年度の実施状況

　年２回発出している綱紀保持に関する総務部長通知により「朝礼」・「朝コミ」を活用して業務の進捗状
況の管理と班内の情報共有を図るよう徹底しました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

　職員間のコミュニケーションについては、「朝コミ」や「朝礼」のほか、日常のOJTや人事評価時の面談
など、様々な機会を通じて行っていますが、班単位、課単位で行っている「朝コミ」、「朝礼」の特徴を生
かし、ヒヤリ・ハット事例や制度改正に関する情報の共有など、それぞれの職場の実態に合わせて、業務改
善の観点から、これらの活用に取り組んでいます。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　「朝礼」、「朝コミ」の徹底など、職員間のコミュニケーションの充実に取り組んだこ
とからＡ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

平成2９年度の取組内容（予定）

　引き続き、「朝礼」、「朝コミ」を効果的に活用し、職員間のコミュニケーションの充実を図ります。
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取 組 内 容
⑤　情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した職員間の情報共有の推進
　（担当課室：情報企画課）

 　電子掲示板、共有サーバ等を活用することで、各種業務情報等を共有します。

　県庁内部の行政情報ネットワークを、ＬＧＷＡＮ接続系とインターネット接続系に分離します。
　また、スマートデバイス（SurfaceおよびiPad）を利用したテレワークやモバイルワークの実施に向けた
環境整備を進めます。

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

一 部 改 善 の
余 地 あ り

平成28年度の実施状況

　平成26年度から採用している情報活用支援システムの掲示板やキャビネットを活用し、職員への効率的
な情報展開を図っています。
　また、平成28年度にシステムのバージョンアップを行い、操作性や機能面の向上を図りました。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　基本的な使用については職員に周知できており、今後も電子掲示板や共有サーバー等を
活用することで、各種業務情報の供給を通じて、業務の効率化が図られたことからA評価
としました。一部改善の余地あり

見直しが必要

平成29年度の取組内容（予定）

　事務ミスを防止する体制及びプロセスのさらなる確立に努めるとともに、ミスの発
見や再発防止を積極的にできるような環境と意識の醸成に努めてほしい。
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≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

平成28年度の実施状況

取 組 項 目 №20　政策評価制度の見直し

取 組 方 針

　政策等の評価の客観的かつ厳格な実施を推進し、評価結果の政策等への適切な反映を図るとともに、評価
情報を公開し、県の行政活動について県民への説明責任を果たします。

取 組 内 容 ①　政策評価制度の見直し　　　（担当課：総合政策課）

　政策の評価結果がより有効に施策に反映されるよう評価の手法等を見直すとともに、記載項目等を点検
し、より県民に分かりやすい評価になるように改善します。

平成29年度の取組内容（予定）

　平成２９年度も引き続き、より効率的で効果的な評価、県民にわかりやすい評価の実施に向けた検討を行
います。また、次期プランに係る評価を見据えた新たな評価の枠組みづくりを検討するなど、より良い制度
構築を目指してまいります。

　政策評価委員会制度改善部会等において、より効率的で効果的な評価の実施に向けた制度の見直しを検討
し、「評価スケジュールを見直して、評価結果等の議会への報告時期や公表時期を早めるとともに、政策等
への適切な反映を図ることとしたほか、評価判定の評語の見直しを行い、県民に対して、より的確でわかり
やすい評価にする。」こととし、平成29年度から実施することとしました。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　平成２８年度に具体的な評価制度の見直しを行ったほか、議会等からの御意見や他県等
の状況を踏まえるなどして、より良い制度構築に向けた改善が着実に図られており、Ａ評
価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要
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取 組 内 容 ①　定員管理計画に基づく定員の管理　　　（担当課室：人事課）

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

取 組 項 目 №21　職員数の適正管理

取 組 方 針

　職員の年齢構成バランスを考慮し、新規採用数の平準化を図りながら簡素で効率的な行政運営を進めま
す。
　定年退職警察官が長年培ってきた専門的な知識・経験・技能を活用することにより、現場執行力の確保及
び後継者の育成を図り、もって県民の安全で安心な暮らしを守ります。

平成28年度の実施状況

　簡素で効率的な行政運営を進めるため、新行財政改革大綱（第2期）と同期間（平成２６年度～平成２９
年度）における「定員管理計画」を平成２６年3月に策定し、職員数の適正な管理に取り組んでいます。平
成28年度も、同計画に基づき、各部局と採用計画を協議の上、新規採用者数の平準化を図り、中長期的な
視点で年齢構成のバランスを考慮しながら、業務執行体制の確保に努めました。また、県職員として、長年
培った知識や経験を活用できる部門に再任用職員を配置し、行政サービスの維持・向上を図りました。

各種データの実績

　定員管理計画を作成し、行政サービスの維持・向上に配慮しながら引き続き職員数の適正管理に努め、そ
の結果を毎年度公表します。また、再任用制度を的確に実施します。

知事部局職員数

H24 H25 H26 H27 H28 H29

－

前年度比 － － ｰ66人 ｰ30人 -13人 －

実 績 － 3,349人 3,283人 3,253人 3,240人

平成29年度の取組内容（予定）

　平成29年度に向けては、予測が難しいものの、年度途中の退職や採用辞退者数についても適正に見込み
つつ、行政サービスが低下することのないよう、目標値（3,220人）の範囲内で職員数を適切に確保するよ
う努めます。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　定員管理計画で定めた平成28年度の職員数の目標値（3,245人）に対して、実績はこ
れを5人下回る3,240人となりました。おおむね計画どおりの職員数となったため、A評
価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要

取 組 内 容 ②　再任用制度の円滑実施　　　（担当課室：警察本部警務課）

　大量退職に伴う警察力の低下を防止し、伝承による後継者育成を図るため、定年退職警察官の再任用を実
施します。

平成28年度の実施状況

　定年退職予定者に対し、再任用希望調査を行い、適性等を判断した上で、後継者育成に適する定年退職警
察官を再任用しました。

各種データの実績

再任用職員数

H24 H25 H26 H27 H28 H29

51人 －

前 年 度 比 － -4人 -1人 +13人 +9人 －

実 績 34人 30人 29人 42人
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平成29年度の取組内容（予定）
　職員の適正管理に努めるほか、大量退職に伴う警察力の低下を防止し、伝承による後継者育成を図るた
め、定年退職警察官の再任用を行います。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　平成２７年度末に定年退職予定であった警察官５９人に対し、再任用希望調査を行い、
適性等を判断した上で後継者育成に適すると認められた者を再任用しました。
　平成28年度警察官再任用者数　51人（うち定年２１人、更新３０人）一部改善の余地あり

見直しが必要

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調

　人口減少により方々で予算や人員の削減が行われており、行政としても合理的な範
囲で同様にスリム化を示していただきたい。
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新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

平成2８年度の実施状況

取 組 項 目 №22　行政課題に対応した組織体制の構築

取 組 方 針

　時代のニーズや課題を踏まえ、組織再編による指揮命令系統の効率化や柔軟な組織の設置により、適正な
業務執行体制を整備します。

取 組 内 容 ①　適正な組織体制の構築　　　（担当課室：人事課）

　簡素で効率的な県政運営を推進するとともに、重要施策や特定課題に対する的確な対応を行うため、組織
再編やプロジェクトチームの設置など、柔軟な組織体制を構築します。

平成2９年度の取組内容（予定）

　引き続き、重要政策や特定課題に柔軟に対応した組織体制を構築していきます。

　平成28年度は、首都圏における観光情報等の発信を強化し、秋田への誘客促進や県産品の売上げ向上を
図るため、東京事務所企画政策課を総務企画課及びあきた売込み課の2課に再編しました。また、本県の最
重要課題である人口減少の抑制に向けた取組を強化するため、移住・定住対策や少子化対策、若者の県内定
着支援など、複数の部局で行っていた施策を集約し、一体的に実施するための組織体制について検討を行
い、平成29年度から「あきた未来創造部」を設置することにしました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

　平成29年度からは、新設の「あきた未来創造部」が中心となって、庁内各部局や地域振興局、市町村と
の連携を図りながら、人口減少対策に取り組んでいきます。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　本県の最重要課題である人口減少対策への取組を強化するため、「あきた未来創造部」
を設置する組織再編を行ったことから、A評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調

  「あきた未来創造部」の取組に期待している。課所横断的に戦略を打ち出して、イ
ニシアチブ（主体的な提案能力）を発揮できる行政機構であってほしい。
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新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

　老朽化と余剰が進展している状況を踏まえ、将来的な県有施設のあり方を検討の上、総合的かつ計画的に
管理する基本方針を定め、市町村や民間による管理が望ましい施設については譲渡等を検討するほか、引き
続き、維持すべき施設については、管理運営形態の見直しを進めます。

取 組 項 目 №23　県有施設の管理運営形態の見直し

取 組 方 針

　県民サービス向上などの観点から、県有施設の運営主体の見直しを図ります。

　空港の経営改革と活性化を図るため、秋田空港の民営化を検討します。

取 組 内 容 ①　県有施設の管理運営形態の見直し　　　（担当課室：総務課、財産活用課）

平成29年度の取組内容（予定）

　存廃による県民生活への影響が認められる公共施設については、「基本となる目標」の具体化を図り、で
きるだけ早期に「個別施設計画」の策定を行います。
　また、引き続き、インフラ施設については、施設の診断・評価等を完了したものから、順次「個別施設計
画」を策定します。

平成28年度の実施状況

　平成２７年度策定の「あきた公共施設等総合管理計画」を踏まえ、施設の存廃による県民生活への影響が
少ない公共施設１３９施設については、６０施設を民間等へ譲渡、あるいは除却処分とするなどの内容を盛
り込んだ、「個別施設計画」の策定を行いました。
　また、存廃による県民生活への影響が認められる公共施設２８１施設については、運営形態の見直しを含
めた維持・管理の基本的な方針となる「基本となる目標」を策定しました。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　施設の存廃による県民生活への影響が少ない公共施設の「個別施設計画」の策定に当
たっては、地元市町村等からの意見聴取を行いました。
　また、施設の存廃による県民生活への影響が認められる公共施設の「基本となる目標」
の策定に当たっては、座談会形式できめ細かに地元住民や関係団体等との対話を行い、よ
り慎重な意見等聴取に努めるなど、予定どおり計画を推進したことから、Ａ評価としまし
た。

一部改善の余地あり

見直しが必要
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取 組 内 容 ②　秋田空港の民営化の検討　　　（担当課室：港湾空港課）

　秋田空港について、運営権の売却や指定管理者制度など様々な手法のメリット・デメリットの整理や、除
雪や施設の老朽化等の課題などを踏まえ、最適な民営化のあり方を検討します。

平成28年度の実施状況

　国内空港の民営化に向け、県内外の企業に対し、参入の目安となるポイントや関心事項などを聞き取りす
るとともに、秋田空港での民営化のメリット・デメリットを整理し、地元企業が参画できる仕組みを検討し
ました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

　様々な民営化手法等のメリット・デメリットを整理し、国内の空港民営化の動向を詳細に調査するととも
に、参加意欲のある企業等の関心事項を確認し、これらの情報に基づき必要性及び実現可能性を検討しまし
た。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　仙台空港の民営化開始のほか、高松空港や神戸空港の運営者募集開始など、民営化市場
が変化する中で、県内外の企業がどのような点に関心を示し、空港運営に対してどの程度
理解があるかがわかりました。今後は、企業や行政関係者に対し、より理解を深めてもら
うための取組が必要であることが把握できたことからA評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

概 ね 順 調

平成29年度の取組内容（予定）
　平成28年度の検討結果を基に、次について取り組んでまいります。
　・空港の利用者数の増大に向け、観光部局等と連携し空港の活性化を図る取組を推進
　・地元企業や関係機関と空港運営に関する理解度を深化
　・他空港等先進事例の調査継続及び空港関連施設を切り分けた民営化の可能性を検討

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）
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　公立大学法人の運営費交付金の算定において、法人の努力により獲得される科研費などの競争的資金や、
受託事業収入、寄付金等については、収入に算入しないなど、大学の経営努力が反映する仕組みとしていま
す。

各種データの実績

県からの派遣職員数（国際教養大学）

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

取 組 項 目 №24　地方独立行政法人の効率的・効果的な運営の促進

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

取 組 方 針

　自己財源の確保や経費の節減等、公立大学法人の中期計画に基づく経営努力の取組を促進します。

　業務運営の改善及び運営費交付金の抑制の観点から、中期計画に基づく取組状況についての検証を行うこ
とにより、地方独立行政法人の効率的・効果的な運営を促進します。

取 組 内 容
①　地方独立行政法人の効率的・効果的な運営の促進
　（担当課室：高等教育支援室、障害福祉課、医務薬事課）

　公立大学法人に対する運営費交付金について、算定ルールに基づく学生教育間接経費の縮減を継続すると
ともに、大学経営等の状況に関する積極的な情報公開を促進します。

　秋田県立療育機構が、中期計画に基づき実施する収入の確保及び費用の節減に向けた取組状況について検
証を行います。

　秋田県立病院機構が、中期計画に基づき実施する効率的な運営体制の構築を目指した業務の見直しや、収
入の確保及び費用の節減に向けた取組状況について検証を行います。

　上記各法人について、県からの派遣職員数の縮小を図っていきます。

平成2８年度の実施状況

　公立大学法人の運営費交付金は、学生教育間接経費について、国際教養大学、秋田県立大学とも算定ルー
ルどおり前年に比べ２％の縮減を行うとともに、両大学では、財務諸表や外部評価結果などをウェブサイト
で公開しました。
　また、秋田県立大学については、県からの派遣職員を縮小しましたが、国際教養大学については、前年
度、計画以上に縮小したことから、平成２８年度は前年度の体制を維持しました。

　県立療育機構では、母子入院や外来受診者（リハビリ等）の患者数の増加などにより収益の増を図るとと
もに、省エネ診断の結果を受けて設備の整備による電気料の削減や後発医薬品の採用の推進などにより費用
の節減に取り組みました。

　県立病院機構について、前年度の事業報告や秋田県地方独立行政法人評価委員会の評価結果を踏まえ、収
入の確保や費用の削減に反映されるよう経営努力を促し、病院機構は病床管理の弾力的な運用や地域関係機
関との連携推進等により新規入院患者の確保に努めるなど、収入の確保を図ったほか、省エネルギー対策
（ＥＳＣＯ事業）の本格的な稼働に伴って職員に対して省エネ意識の徹底を図るなど、費用の節減に努めま
した。

　県からの派遣職員の縮減に努めました。

H24 H25 H26 H27 H28 H29

実 績 － 10人 9人 7人 7人 －

－

県からの派遣職員数（秋田県立大学）

H24 H25 H26 H27 H28 H29

前年度比 － － -1人 -2人 0

－

前年度比 － － -2人 -2人 -2人 －

実 績 － 18人 16人 14人 12人
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前年度比 － 101% 103% 99% －

実 績 97.1% 98.5% 101.4% 100.2%

経常収支比率（秋田県立病院機構）

H24 H25 H26 H27 H28 H29

－ -1人 ｰ１人 0 －

－

前年度比 － － -3人 -3人 -1人 －

実 績 － 18人 15人 12人 11人

県からの派遣職員数（秋田県立病院機構）

H24 H25 H26 H27 H28 H29

県からの派遣職員数（秋田県立療育機構）

H24 H25 H26 H27 H28 H29

－

前年度比 －

実 績 － 4人 3人 2人 2人

　質の高い教育に要する予算の削減には限界があり、予算を削減する場合には、学費
や学生定員の増加などで補うなどの法人側の経営努力の余地を極力広げてほしい。

　大学運営費交付金については、若者定住を促進する上でも魅力ある大学運営ができ
るよう支援していただきたい。

A 概 ね 順 調

平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　各法人に対して効率的な運営や経費の削減の取組を促すとともに、経営情報について積
極的に公開を行うなど、情報公開に努めたことからA評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

　県立療育機構について、引き続きリハビリスタッフの増員及び訓練回数増などによる医業収益の確保に取
り組むとともに、コスト縮減に努めるよう促します。

　県立病院機構について、評価委員会による前年度の業務実績評価を踏まえて、中期計画及び年度計画に基
づいた具体的な経営努力を図るよう促します。

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

平成2９年度の取組内容（予定）

　引き続き、両大学法人への運営費交付金の縮減に取り組むとともに、経営情報等の公開を進めていきま
す。また、両大学法人と連携を図りながら、県からの派遣職員の縮小に努めます。

自己評価

Ｈ２９年７月上旬

確定予定
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概 ね 順 調 　各法人ごとの行動計画に基づき経営健全化に取り組むとともに、その取組状況と経営評
価の結果を踏まえ、行動計画を見直し、公表したことからA評価としました。
　なお、共通の取組である公益法人及び一般法人の役員就任の原則廃止については着実に
進んでおり、平成26年度当初の３３人から１０人に減少しています。

一部改善の余地あり

見直しが必要

平成2９年度の取組内容（予定）

　平成２８年度末に決定した見直し後の計画に基づき取組を実施するとともに、これまでの取組状況の点検
等を行い、平成２９年度末までに平成３０年度から３３年度までを計画期間とする、新たな行動計画を策定
します。

　法人別・年度別の行動計画を策定し、公表します。

　策定した行動計画については、その取組状況を毎年度検証するとともに、必要な場合は次年度以降の行動
計画を見直します。

平成2８年度の実施状況

　各法人ごとの計画に基づき取組を実施するとともに、その取組状況等を踏まえ、平成2９年度の計画の見
直しを行いました。見直し後の行動計画については、3月中に決定し、県の公式ウェブサイトに掲載しまし
た。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

取 組 内 容
①　「第三セクターの経営の健全化等に関する行動計画」の策定及び実施
　　（担当課室：総務課）

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

取 組 項 目 №25　第三セクターの見直し

取 組 方 針

　「第三セクターの経営の健全化等に関する行動計画」において第三セクターのあり方及び県関与について
の見直しを行うとともに、経営健全化に向けた適切な指導を行います。
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A

※H24は旧評価制度のもと2段階評価の「概ね安定した経営内容」と評価された法人数、H25は3段階評価の
「Ａ概ね良好」と評価された法人数、H2６以降は新評価制度のもと4項目全てにおいてＡ又はＢと評価された法
人数

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　法人の「公共的役割」「組織体制」「事業実施」「財務状況」を総合的に評価し、その
結果をウェブサイトに公表しました。重点取組法人については、平成２７年度に選定され
た法人に対するヒアリング及び助言を実施しました。選定された法人においては、経営改
善の傾向が見られています。以上の実績によりA評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

平成2９年度の取組内容（予定）

　継続して経営評価を実施します。経営評価により、重点取組法人が選定された場合には、経営改善アク
ションプランの策定支援とプランの取組に向けた助言等を実施します。

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調

－

前年度比 － -6法人 0 +７法人 ー －

実 績 ２２法人 １６法人 １６法人 ２３法人 H29年９月判明

各種データの実績

経営評価において「概ね安定した経営内容」と評価された法人数

H24 H25 H26 H27 H28 H29

　法人の目的、役割といった幅広い視点からの評価と財政面での評価を実施しました。評価にあたっては、
法人自らによる評価、所管課による評価、庁内の職員で組織する第三セクターのあり方に関する検討委員会
で評価したほか、外部専門家による財務面に関する評価も実施しました。重点取組法人については、平成２
８年度の選定はなかったものの、平成２７年度に選定された法人に対するフォローアップヒアリングを実施
しました。

取 組 内 容 ②　第三セクターの経営評価及び経営指導の実施　　（担当課室：総務課）

　経営評価を毎年度実施し、その結果を公表します。

　PDCA（Plan-Do-Check-Act）サイクルの中で、経営評価の結果を行動計画の見直しに反映させてい
きます。

平成2８年度の実施状況
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取 組 項 目 №26　教育環境の向上

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

取 組 方 針

　ライフステージに応じた教職員研修による資質能力の総合的な向上を図ります。

　引き続き教育専門監の認定者の拡充を図り、その一層の活用を図ります。

　学校規模の適正化を図り、生徒一人一人の自立を目指す特色ある学校づくりを推進します。

取 組 内 容
①　ライフステージに応じた研修による教員の資質能力の総合的な向上
　（担当課室：教育庁総務課）

　教員の授業力・学級経営能力・生徒指導力等の実践的指導力、学校組織を活性化させるための組織マネジ
メント能力等を養成します。

　小学校外国語活動担当教員や中高英語科教員の英語教育研修、小中学校教員の観察・実験指導研修、中
高・高大連携等に基づいた高校教員研修、特別支援学級担任教員等の専門性向上研修等により、教員の指導
力向上を図ります。

平成28年度の実施状況

　「教育公務員特例法等の一部を改正する法律」が公布されたことに伴い、平成２８年９月に、教職課程を
有する県内の各大学・短大、市町村教育委員会代表、各校種の校長会会長等による「秋田県教員育成協議
会」を発足し、「学び続ける教員像の確立」を目指し、「教員育成指標」及び「教員研修計画」策定に向け
た協議を重ねています。

　やがて来る教員大量退職時代に備え、若手教員、中核教員の実践的指導力の向上が喫緊の課題であること
から、総合教育センターの研修講座において、新任校長・新任教頭等の管理職を対象とした組織マネジメン
トに係る研修を実施したほか、ミドルリーダー教員研修に加え、初任者研修、１０年経験者研修等において
も、組織マネジメントに係る内容を研修に加え、実施しました。平成２８年度の全講座の平均満足度は、研
修講座修了後のアンケートで、４段階中3.9という高い数値を示しており、教員のライフステージに応じた
研修が行われています。

平成29年度の取組内容（予定）

　「秋田県教員育成協議会」における協議を更に進め、県が求める教員像の確立のため、平成２９年度内の
「教員育成指標」及び「教員研修計画」の完成を目指します。

　総合教育センターを中心に、ライフステージに応じた研修による教員の資質・能力の向上を図るため、引
き続き、管理職等の研修に加え、初任者、中堅教諭等の研修にも組織マネジメントの研修を取り入れるとと
もに、研修評価の平均数値（４段階中3.9）を維持できるよう努力を続けます。

　「秋田県教員育成協議会」を立ち上げたことにより、県が求める教員像の確立を目指し、大学の養成段階
から採用後の研修までの各段階を一体的に推進する体制が整いつつあります。当協議会は、「教員育成指
標」及び「教員研修計画」の策定後に解散するものではなく、指標・計画の取組状況の確認、県内各大学等
と県教育委員会の教員養成に係る連携の在り方を探るなど、継続的に機能する組織としていきます。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　総合教育センターにおける受講者の研修講座に対する評価が、４段階中3.9と高い数値
を維持していること、また、養成段階から一体的に県が求める教員像の実現に資する「教
員育成協議会」を立ち上げ、対応できたことなどから、Ａ評価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要
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取 組 内 容
②　教育専門監の活用による学校の教育力の向上
　（担当課室：教育庁義務教育課、教育庁高校教育課、教育庁特別支援教育課）

　平成２９年度は、小中学校に36名、高等学校に18名（県立高等学校中等部１を含む）、特別支援教育に
11名の教育専門監を配置し、それぞれの専門分野において、指導力の充実と教育力向上に取り組みます。

　各校種において高い専門知識と実践的指導力を有する教員を教育専門監として発令し、配属校での授業の
ほかに、他の学校でのティームティーチングの実践や他の学校等からの依頼に応じて当該専門的事項につい
ての指導及び助言などを行うことにより、優れた指導方法を広め、各校における教育力を高めます。

平成28年度の実施状況

　小中学校に35名、高等学校に１７名（県立高等学校中等部１を含む）、特別支援教育には11名の教育専
門監を配置しました。各教育専門監は、ティームティーチングの実践や他校や他校種で専門を生かした助言
等を行い、各校における教育力の向上に努めました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

　研修会を通じて、課題や成果を共有し、教育専門監としての職務に生かすとともに教育力向上に向け更な
る専門性の向上を図りました。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　小中高の接続と系統性を意識した授業実践を実施したほか、特別支援教育では小中学校
において、校内支援体制の整備が進み、各校における自校解決能力が高まるなど、優れた
指導方法を広め、各校における教育力向上に努めたことからＡ評価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要

平成29年度の取組内容（予定）
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取 組 内 容
③　学校規模の適正化による魅力ある学校づくりの推進
　（担当課室：教育庁高校教育課）

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

平成29年度の取組内容（予定）

　第七次秋田県高等学校総合整備計画に基づき、引き続き学校規模の適正化と特色ある学校づくりを進めて
まいります。

　第六次秋田県高等学校総合整備計画（平成23年度～平成27年度）に基づき角館地区統合校、大館地区統
合校、県北地区定時制基幹校を設置します。

平成28年度の実施状況

　平成28年4月に大館桂桜高校（大館地区統合校）、大館鳳鳴高校定時制課程（県北地区定時制基幹校）、
秋田南高校中等部（秋田地区中高一貫教育校）を開校するとともに、大館鳳鳴高校定時制課程と角館高校定
時制課程にスペースイオを設置しました。また、第七次秋田県高等学校総合整備計画（平成2８年度～平成
３7年度）を策定し、能代地区専門系統合校、湯沢翔北高校雄勝校、能代高校定時制課程について基本構想
の概要を発表しました。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　第六次秋田県高等学校総合整備計画及び第七次秋田県高等学校総合整備計画に基づき、
学校規模の適正化を図りながら、各校の整備を進めていることからA評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

　小中学校の学力が日本一のレベルとされる一方、大学進学の実績は必ずしも優れて
いない状況について、親子への情報提供のあり方や県民意識の向上策など、原因や対
策を探ってほしい。

A 概ね順調 　秋田の教育の良さを活かして、子どもが誇りを持てるような取組を引き続き推進し
てほしい。

　県外から秋田に来て定着している起業家精神にあふれる人材の活用を推進してほし
い。
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A

－

目標達成率 － － 118.4% 121.2% — －

前年度比 － 0.0 -0.8 -0.５ —

平成29年度の取組内容（予定）

　平成２９年度当初予算は、骨格予算のため通常債が、前年度に比べ大幅に減少したこと等により、プライ
マリーバランスが３２１億円の黒字となっております。６月の肉付け補正後も黒字を確保できる見通しであ
り、今後とも、県債発行総額の抑制により将来の公債費負担の軽減に努め、健全な財政運営を行ってまいり
ます。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　平成2８年度の臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスは、決算ベースで172億
円の黒字を確保しています。また、実質公債費比率についても、現時点では14％台を維持
できるものと見ており、18.0％未満を達成できる見込みであることからＡ評価としまし
た。

一部改善の余地あり

見直しが必要

18%未満

実 績 15.4% 15.4% 14.6% 14.1% 平成２９年１０月頃 －

目 標 － － 18%未満 18%未満 18%未満

取組目標の達成状況 実質公債費比率

H24 H25 H26 H27 H28 H29

－

目標達成率 － － 100.0% 100.0% 100.0% －

前年度比 － +38億円 -71億円 -43億円 -27億円

黒字

実 績 274億円 313億円 242億円 199億円 172億円 －

目 標 － － 黒字 黒字 黒字

取組目標の達成状況 プライマリーバランス（臨時財政対策債を除く。）

H24 H25 H26 H27 H28 H29

　退職手当債及び行政改革推進債の新規発行の見送りなどにより県債発行総額の抑制を図り、臨時財政対策
債を除いたプライマリーバランスの黒字を継続するとともに、実質公債費比率18%未満を維持し、健全な
財政運営を図ります。

平成28年度の実施状況

取 組 項 目 №27　県債発行の抑制

　平成２８年度は、高等学校整備事業の減等により通常債が抑制されたほか、臨時財政対策債も減少してお
ります。さらに、退職手当債及び行政改革推進債の新規発行を見送るなど、県債発行総額の抑制を図り、将
来の公債費負担の軽減に努めました。

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

取 組 方 針

　県債発行総額の抑制によりプライマリーバランスの黒字継続を図るなど、将来の世代に過大な負担を残さ
ない健全な財政運営を行います。

取 組 内 容 ①　県債発行の抑制　　　（担当課室：財政課）

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調
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≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

平成28年度の実施状況

取 組 項 目 №28　財政２基金の残高確保

取 組 方 針

　災害発生時や緊急時等に必要となる財源を確保することにより、安定的な財政運営を図ります。

取 組 内 容 ①　財政２基金（財政調整基金・減債基金）の残高確保　　　（担当課室：財政課）

　財政２基金の残高について300億円台を維持し、災害発生時や緊急時等に必要となる財源を確保します。

　平成2８年度当初予算における財政２基金取崩額は、前年度より２２億円多い９０億円でしたが、年度途
中における効率的な予算執行等によって一般財源を節減し、当初予算計上した47億円の減債基金取崩額に
ついて決算見込みベースで２０億円減額するなど、その残高確保に努めました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

取組目標の達成状況 財政2基金（財政調整基金・減債基金）の年度末残高

H24 H25 H26 H27 H28 H29

　効率的な予算執行により一般財源を節減し、財政２基金の確保に努めました。今後も、安定的な財政運営
を維持するため、３００億円台の基金残高の確保と、収支不足の圧縮を図ってまいります。

目 標 － － 300億円以上 300億円以上 300億円以上 300億円以上

－

前年度比 － +34億円 -16億円 -9億円 -32億円 －

実 績 352億円 387億円 371億円 361億円 329億円

平成29年度の取組内容（予定）

　平成2９年度当初予算では、社会保障関係経費や人件費が増加したものの、骨格予算のため、前年度比２
５億円減の６５億円を取り崩し、年度末残高は27０億円となる見込みです。６月の肉付け補正時にも一定
の取り崩しを予定しておりますが、平成2８年度決算剰余金の積立や執行段階での経費節減等により、決算
ベースで300億円台の残高確保に努めてまいります。

－

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　平成２８年度は、決算見込みベースで６３億円を取り崩したものの、前年度決算剰余金
を2７億円積み立てたことなどにより、年度末の財政２基金の合計残高は、目標の３００
億円を上回る3２９億円となったことからＡ評価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要

目標達成率 － － 123.7% 120.3% 109.8%
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≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

（評価対象外）

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

平成28年度の実施状況

取 組 項 目 №29　新規・拡充事業への配分財源確保

取 組 方 針

　財政の中期見通しにおいて、今後５年間の財源不足は、当初予算段階で毎年100億円規模になると見込ま
れることから、今後も政策的に打ち出すべき新規・拡充事業に予算を配分していくため、既存事業の抜本的
な見直しにより財源を確保します。

取 組 内 容 ①　既存事業の見直しによる新規・拡充事業への配分財源確保　（担当課室：財政課）

　既存事業の見直しにより、秋田の発展につながる新規・拡充事業への予算配分の財源を確保します。

平成29年度の取組内容（予定）

　肉付け予算となる６月補正では、当初予算と合わせて、秋田の創生に向けた取組を更に加速させるため、
「あきた未来総合戦略」に基づく施策・事業を中心に予算編成を進める予定です。
　平成２９年度（平成３０年度当初予算編成）においても、公債費の高止まりや社会保障関係経費等の増加
が見込まれるなど、県財政を取り巻く状況は依然として厳しいことから、引き続き事業や制度の徹底的な見
直しを行うとともに、国庫補助に加え、企業版ふるさと納税制度など、様々な手法を活用し、新規・拡充事
業の財源確保に努めます。

　平成2８年度（平成2９年度当初予算編成）においては、新規・拡充事業の財源として８０億円程度の確
保を目標に、既存事業や制度の見直しにより経費縮減に取り組みました。
　具体的には、経常経費については、義務的経費を除き一般財源ベースで５％の削減、政策経費について
は、義務的経費を除いて一般財源ベースで2０％の削減を目標に取り組みました。公共事業は、国庫補助を
最大限活用するほか、県単独事業については、地方財政対策の伸率を踏まえつつ、公債費抑制のため、事業
規模の適正化を図ることとしました。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　平成２９年度当初予算は、知事改選期にあたるため骨格予算としており、新規・拡充事
業については、原則として肉付け予算となる６月補正に計上を予定していることから、今
回の評価を対象外にいたします。

一部改善の余地あり

見直しが必要
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※「県税の未納繰越額」に係る目標達成率の計算式
　　｛平成24年度（基準年）の実績値－当該年度実績値｝÷｛平成24年度（基準年）の実績値－当該年度の目標値｝×100%

取 組 項 目 №30　県税に係る収入率の向上と未収額の圧縮

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

　県と市町村とで構成する「秋田県地方税滞納整理機構」が個人住民税を中心とした滞納整理を推進し、
個人県民税の未収額の圧縮を図ります。

平成28年度の実施状況

　平成２９年２月末までに債権、自動車など1,055件の差押を行ったほか、電子申告やコンビニ納付、モ
バイルレジの活用促進に取り組みました。

　処理の依頼を受けた市町村の繰越滞納事案等について差押等の滞納処分を適切に実施し、個人県民税の
未収額を圧縮しました。

取組目標の達成状況 県税の現年度分収入率

取 組 方 針

　適切な滞納整理、納税機会の拡大による県税の収入率の向上・未収額の圧縮を図るほか、電子申告の活
用により、適正・効率的な課税業務を推進します。

　県と市町村双方の税収確保に努めるとともに、滞納整理技術の向上を図り、個人県民税の未収額の圧縮
を図ります。

取 組 内 容 ①　県税に係る収入率の向上と未収額の圧縮（担当課室：税務課、徴収特別対策室）

　債権を中心とした差押やタイヤロック、インターネット公売を活用した滞納整理を実施するとともに、
休日・夜間納税窓口の開設などによる自主納税の促進を図るほか、電子納税などの導入について検討しま
す。また、電子申告の活用を促進していきます。

H29

目 標 － － 99.30% 99.31% 99.32% 99.33%

H24 H25 H26 H27 H28

－

前年度比 － +0.06% +0.14% +0.13％ － －

実 績 99.27% 99.33% 99.47% 99.60% 平成29年6月

－

取組目標の達成状況 県税の未納繰越額

H24 H25 H26 H27 H28 H29

目標達成率 － － 100.17% 100.29% －

21.97億円

実 績 24.11億円 22.28億円 18.90億円 15.86億円 平成29年6月 －

目 標 － － 23.26億円 22.83億円 22.41億円

－

目標達成率 － － 612.94% 644.53% － －

前年度比 － -1.83億円 -3.38億円 -3.04億円 －

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調

平成29年度の取組内容（予定）
　引き続き、適切な滞納整理の実施や納税機会の拡大に取り組み、県税に係る収入率の向上と未収額の圧
縮を図ります。

　引き続き、県と市町村とで構成する「秋田県地方税滞納整理機構」が個人住民税を中心とした繰越滞納
事案について、適切な滞納処分等を実施し、個人県民税の未収額の圧縮を図ります。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　市町村や滞納者等との間に大きなトラブル等の支障などを生じることなく、適切に滞納
処分等を実施し、個人県民税の未収額の圧縮が達成できていることからA評価としまし
た。
（参考）
県税の現年度分収入率：平成28年2月末現在91.6％ → 平成29年2月末現在91.7％
県税の未納繰越額　　：平成28年2月末現在14.75億円（うち個人県民税11.54億円）
                              → 平成29年2月末現在12.27億円（うち個人県民税10.09億円）

一部改善の余地あり

見直しが必要
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新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

平成28年度の実施状況

取 組 項 目 №31　税外未収金の管理・回収の強化

取 組 方 針

　全庁横断的組織である「債権管理検討委員会」の取組により、有効な対策を検討しながら適切な債権管理
に努め、税外未収金の抑制を図ります。

取 組 内 容 ①　税外未収金の管理・回収の強化　　　（担当課室：会計課）

　「債権管理検討委員会」とワーキンググループを開催して情報とノウハウを共有するとともに、債権回収
強化月間を設けて集中的な取組をする等の対策を実施し、税外未収金の新規発生の抑制及び回収・整理の推
進を図ります。

　能代産廃を除く平成２７年度の税外未収金新規発生額は9,475万円（前年比1,668万円）で、平成２７
年度末の税外未収金残高は32億5,356万円（前年比△1,992万円）となっています。
　平成28年度は、引き続き「債権管理検討委員会」とワーキンググループを開催して情報とノウハウを共
有したほか、債務者の現状を把握した上で未収金整理計画書を作成し、それに基づく未収金の回収に努めま
した。
　また、１０月と１１月を債権回収強化月間と定め、文書、電話、訪問による催告などを集中的に実施し、
２ヵ月間で3,547万円（前年比770万円増）を回収し、最終的に回収額は10,815万円となっています。

取組目標の達成状況 税外未収金の回収額

H24 H25 H26 H27 H28 H29

6,500万円以上

実 績 1.1億円 7,012万円 8,483万円 9,601万円 10,815万円 －

目 標 － － 6,500万円以上 6,500万円以上 6,500万円以上

－

目標達成率 － － 130% 148% 166% －

前年度比 － 62% 120% 113% 113%

平成2９年度の取組内容（予定）

　２９年度も引き続き「債権管理検討委員会」とワーキンググループの取組により、担当者のノウハウの一
層の向上を図り、適切な債権管理に努め、税外未収金の回収・整理を進めます。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　ワーキンググループによる情報とノウハウの共有や、文書、電話、訪問による催告の集
中的な実施などにより、回収実績は10,815万円（前年比1,214万円増）となり、目標額
を達成していることからA評価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調
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新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

　未利用地や長期間貸出実績のない施設等、低・未利用の資産について、その必要性を見極め、集約化、用
途変更や市町村との共同使用による利活用策を検討し、余剰資産は売却や貸付、解体に努め、総量縮減によ
る資産のスリム化及び管理経費の縮減を図ります。

取 組 項 目 №32　多様な収入の確保

取 組 方 針

　県有資産（土地、建物）の利活用推進と総量縮減を図ります。

　ふるさと納税を活用した寄付の増加を図ります。

取 組 内 容 ①　県有資産の最適管理（ファシリティマネジメント）の推進 （担当課室：財産活用課）

平成28年度の実施状況

　未利用財産の売却について、美の国あきたネットへの売却情報掲載、売却案内チラシの新聞折込及び不動
産業界団体・市町村等への配布、売却予定地への案内看板設置など、県民等へ積極的に情報発信しました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

　更なる情報発信については、売却案内チラシの作成を年２回行い、PRの強化に努めました。また、未利
用資産全体の有効活用については、全庁で組織する「県有財産利活用推進会議」等において引き続き検討を
進めるとともに、未利用資産の処分にあたっては、市町村のまちづくり計画との整合性が図られるよう努め
てまいります。

取組目標の達成状況 県有資産の売却額

H29

目 標 － － 1億円以上 1億円以上 1億円以上 1億円以上

H24 H25 H26 H27 H28

－

前年度比 － +4.2億円 -3.4億円 -3.02億円 +0.15億円 －

実 績 3.2億円 7.4億円 4.0億円 0.98億円 1.13億円

平成29年度の取組内容（予定）

　今後、大型の新規売却可能財産が少なくなる中、売れ残っている物件が多い県南地区を重点とし、専用の
売却案内チラシの新聞折込を行うなど情報発信を工夫しながら、目標の売却額を確保するよう取り組んでま
いります。

－

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　目標を上回る売却額を確保することができたことから、A評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

目標達成率 － － 400% 98% 113%
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平成29年度の取組内容（予定）
　県庁本庁舎エレベーターホール壁面等の定例的媒体を活用した広告を引き続き実施するとともに、非定例
的な媒体として「ねんりんピック秋田２０１７」の印刷物を活用した広告を実施します。加えて、新たな媒
体の掘り起こしや広告以外の手法も含めた県有資産の活用による収入の確保を検討します。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　定例的媒体による広告は例年と同様着実に実施しましたが、広告収入はわずかながら減
少となりました。多様な収入の確保のため、新たな広告媒体の掘り起こしや、新たな手法
の検討が必要であることからＢ評価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要

1,05７万円 －

前年度比 － +414万円 +1,220万円 ｰ1,855万円 ｰ44万円 －

実 績 1,322万円 1,736万円 2,956万円 1,101万円

各種データの実績

広告事業収入

H24 H25 H26 H27 H28 H29

取 組 内 容 ②　県有資産等を活用した広告事業の推進　　　（担当課室：総務課）

　庁舎、スポーツ施設、ウェブサイト、印刷物等を広告媒体として活用する広告事業を推進します。

平成28年度の実施状況
　県庁本庁舎エレベーターホール壁面、県立野球場フェンス、秋田県公式ウェブサイト「美の国あきたネッ
ト」、自動車税納税通知書用封筒及び全戸配付広報紙「あきたびじょん」を活用した広告事業など、定例的
媒体を活用した広告を実施しました。
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一 部 改 善 の
余 地 あ り

平成29年度の取組内容（予定）

　本県の課題解決を図るための施策・事業を広くＰＲしながら、多くの人に直接訴求し、共感を得て寄附に
つなげていくため、リーフレットやウェブサイトに寄附金を充てる事業をより具体的に示すことができるよ
う検討します。

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　市町村、県人会等と連携しながら、イベントを活用したパンフレット配布数の拡大に取
り組みました。広報活動は精力的に実施したものの、寄附件数・寄附金額とも前年より減
少したことからB評価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要

　寄附を行う方の利便性向上のため、ウェブサイトで、寄附の申込みから支払いまでをワンストップででき
るように対応します。

　ふるさと納税は秋田県のような地方を利するために国が作った制度であるので、秋
田県への寄附件数や金額が低迷する理由を他の自治体との比較もしながら検討し、大
幅増額を目指してほしい。

39件 －

前年度比 － 0 +54件 +1７件 -79件 －

実 績 47件 47件 101件 118件

ふるさと納税寄附件数

H24 H25 H26 H27 H28 H29

391万円 －

前年度比 － +455万円 -360万円 +23５万円 -177万円 －

実 績 238万円 693万円 333万円 568万円

ふるさと納税寄附金額

H24 H25 H26 H27 H28 H29

平成28年度の実施状況

　県外在住者へのＰＲを更に強化するため、新たに６施設を加えた道の駅や各種施設、コンビニなど約３０
０か所にパンフレットを配架したほか、高校同窓会報に寄附申込書も含めて同封するなど、制度の周知に取
り組みました。
　また、かまくら、竿燈、大曲の花火等の、祭りやイベントに合わせパンフレットを配架するなど、様々な
機会を活用してPRを行いました。
　前年度より多くの県人会総会にパンフレットを送付するとともに、在京秋田県高等学校同窓会連合会の総
会で説明したほか、ブースを設置して参加者の相談に応じるなどの広報活動に取り組みました。

【前年度の評価専門部会からの意見等に対する対応状況】

　故郷への想いを、ふるさと納税という形で故郷の支援につなげることができるという、制度本来の趣旨を
踏まえて、積極的なPR活動を行いました。

各種データの実績

取 組 内 容 ③　ふるさと納税を活用した寄附の呼びかけ　　　（担当課室：あきた未来戦略課）

　市町村、県外事務所、県人会等と連携しながら、各種イベントの活用やパンフレット配布方法の工夫など
により、広報活動を強化します。
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平成29年度の取組内容（予定）

　地方交付税は、地域間の財政格差を是正するとともに、いずれの地域に住む国民にも一定の行政サービス
を提供できるようにするために必要不可欠なものであることから、引き続き、全国知事会をはじめ、様々な
機会を通じて総額確保と法定率の引上げなどを、国に要望していきます。

　地方が責任を持って地方創生・人口減少対策などの課題に取り組むとともに、基本的な行政サービスを安
定的に実施できるよう、全国知事会及び北海道東北地方知事会を通じて、一般財源総額の確保を求めるとと
もに、税源の偏在を避ける観点から、地方交付税の総額確保及び地方における施策の必要性に応じた算定を
要望しました。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　平成29年度地方財政対策等については、前年度からの繰越金がないなど厳しい状況の中
で、地方交付税については前年度比0.4兆円減の16.3兆円とされたものの、一般財源総額
は前年度を0.4兆円上回る62.1兆円が確保されました。歳出特別枠の減額についても、公
共施設等の適正管理や一億総活躍社会の実現に取り組むための歳出枠が減額分を上回って
確保されるなど、全体として地方財政の健全化に向けた取組の一環と判断されることか
ら、A評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

平成28年度の実施状況

取 組 項 目 №33　地方交付税の総額確保の要望

取 組 方 針

　地方交付税の総額確保を図り、地方財政基盤の充実強化を図ります。

取 組 内 容 ①　地方交付税の総額確保の要望　　　（担当課室：総合政策課）

　地方交付税の財源調整機能、財源保障機能の強化に向け、全国知事会等を通じて、地方交付税等の総額確
保を求めます。

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調
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平成2９年度の取組内容（予定）

　引き続き、定員管理計画等に基づき職員数の適正管理に取り組み、人件費の縮減を図ります。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　職員数の適正管理の取組（知事部局１３人減、教職員１６３人減）により、給与費の縮
減が見込まれていることからＡ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

－

前年度比 － -172万円 -129万円 -106万円 -10万円 －

実 績 2,668万円 2,496万円 2,367万円 2,261万円 2,251万円

－

退職手当平均支給額（定年・勧奨）

H24 H25 H26 H27 H28 H29

前年度比 － -40億円 +10億円 -17億円 －

H29

実 績 1,452億円 1,412億円 1,422億円 1,405億円 平成29年6月頃 －

H24 H25 H26 H27 H28

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

取 組 項 目 №34　人件費の縮減

人件費（普通会計決算額）

取 組 方 針

　行政運営の効率化に向けて適正な職員配置を推進するなどにより、人件費の縮減を図ります。

取 組 内 容 ①　人件費の縮減　　　（担当課室：人事課、教育庁総務課）

　職員数の適正化や教員の適正配置等を推進して給与費を縮減します。

　民間における退職給付の状況等を踏まえ、退職手当の支給水準の見直しを行います。

平成2８年度の実施状況

　知事部局においては、定員管理計画（計画期間：平成26年度～平成29年度）に基づき、職員数の適正な
管理に取り組むとともに、教職員については、児童生徒数の減少に応じた適正配置に取り組み、給与費の縮
減を図りました。

　退職給付に係る官民較差を是正するため、退職手当の支給水準引き下げを平成２５年度から段階的に実施
し、平均支給額は2,668万円（平成２４年度定年・勧奨）から2,261万円（平成２７年度定年・勧奨）
と、３年間で支給水準を約１５％引き下げ、措置を完了しました。

各種データの実績

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調
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　今後、大型の新規売却可能財産が少なくなる中、売れ残っている物件が多い県南地区を重点とし、専用の
売却案内チラシの新聞折込を行うなど情報発信を工夫しながら、目標の売却額を確保するよう取り組んでま
いります。

概 ね 順 調

一部改善の余地あり

見直しが必要

平成29年度の取組内容（予定）

　存廃による県民生活への影響が少ない施設について、除却処分の方針を定め、計画的に
取り組むこととしたほか、未利用資産について、目標を上回る売却額を確保することがで
きたことから、A評価としました。

　存廃による県民生活への影響が少ない施設について、個別施設計画に基づき、旧田沢湖ハイツ、湯沢警察
署公舎の除却処分を行い総量縮減を図ります。
　また、存廃による県民生活への影響が認められる２８１施設について、「あきた公共施設等総合管理計
画」を踏まえ、個別施設計画を策定し、施設総量及びサービス適正化の観点から、市町村や民間への譲渡や
統廃合の方針を定めます。

　未利用地や長期間貸出実績のない施設等、低・未利用の資産について、その必要性を見極め、集約化、用
途変更や市町村との共同使用による利活用策を検討し、余剰資産は売却や貸付、解体に努め、総量縮減によ
る資産のスリム化及び管理経費の縮減を図ります。

　人口・財政規模の縮小に見合った資産総量とするよう県有施設のあり方について基本方針を策定し、廃止
や統合による総量縮減への検討を進めます。

平成28年度の実施状況

　未利用財産の売却について、美の国あきたネットへの売却情報掲載、売却案内チラシの新聞折込及び不動
産業界団体・市町村等への配布、売却予定地への案内看板設置など、県民等へ積極的に情報発信しました。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

　27年度に策定した「あきた公共施設等総合管理計画」を踏まえて個別施設計画の策定に取り組みました｡
　28年度は公共施設４２０施設のうち、存廃による県民生活への影響が少ない１３９施設の個別計画を策
定し、６０施設を計画的に除却処分を行うことにし、施設総量の縮減を進めることにしました。

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

取 組 内 容
①　県有資産の最適管理（ファシリティマネジメント）の推進（再掲）
　（担当課室：財産活用課、総務課）

取 組 項 目 №35　維持管理費の縮減と長寿命化施策の推進

取 組 方 針

　県有資産（土地、建物）の利活用推進と総量縮減を図ります。（再掲）

　県有施設におけるエネルギーの効率的な利用の推進により、エネルギー使用量の削減を図ります。

　情報システムに係る導入経費及び維持管理経費を縮減するため、個別システムの統合を進めます。

　公共建築物や公共土木施設等の維持管理費が今後さらに増大することが見込まれ、必要な改築や維持管理
も難しくなってくるため、計画的・効率的な維持管理を行うことにより、既存施設の延命化とライフサイク
ルコストの縮減を図ります。
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98%

H26

92.5%

（779.5MJ/㎡）

106.0%

93.9%

前年度比 － － -1.31億円 +1.03億円 +0.67億円 －

目標達成率 － － 107.4% 100.4% 94.2% －

目 標 － － 19.69億円 19.44億円 18.93億円 18.25億円

実 績 － 19.64億円 18.33億円 19.36億円 20.03億円 －

　情報システム統合受入基盤を拡張し、個別に運用されているシステムの移行、集約を推進します。

平成28年度の実施状況

　個別サーバにより運用されていた１システムを統合受入基盤（庁内の情報システムを受入統合するサー
バ）に受け入れ、県全体としてサーバ機器を削減しました。
※受入システム：感染症発生動向調査システム（DBサーバ）

取組目標の達成状況 情報システム維持管理経費予算額

H24 H25 H26 H27 H28 H29

取 組 内 容 ③　情報システム全体最適化の推進　　　（担当課室：情報企画課）

　高効率機器（LED照明等）への更新や運用改善により、県有施設で使用されるエネルギー使用量の削減を
図ります。

平成28年度の実施状況

　県立武道館大道場、向浜運動広場テニスコート等でＬＥＤ照明化工事を実施したほか、田沢湖スポーツセ
ンターへのデマンド監視装置の設置、本庁パスポート機械室及び秋田総庁電気室の高効率型ヒートポンプエ
アコンへの更新を行い、エネルギー使用量の削減を図りました。

取組目標の達成状況 県有建築物のエネルギー使用量（平成24年度比）

H28 H29

目 標 － － 97% 96% 95%

H24 H25 H27

　引き続き、エネルギー使用量の削減効果が大きく見込まれる施設において高効率機器（LED照明等）への
更新等を行い、県有施設で使用されるエネルギー使用量の削減を図ります。

－ －

前年度比

平成29年度の取組内容（予定）

実　績
100% 98.5% 89.9%

－
（842.8MJ/㎡） （830.2MJ/㎡） （757.6MJ/㎡）

未定(H29.6予定)

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　予定していた施設のＬＥＤ照明化等、県有施設の高効率機器への更新を行い、目標どお
りエネルギー使用量の削減が見込まれていることから、A評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

未定(H29.6予定) －

目標達成率 107.9% 未定(H29.6予定)

－ 98.5% 97.2%

－

取 組 内 容 ②　県有施設の省エネルギーの推進　　　（担当課室：財産活用課）
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    平成２７年度策定の「あきた公共施設等総合管理計画」を踏まえ、施設の存廃による県民生活への影響が
少ない公共施設１３９施設について、長期的視野に立った維持・管理に関する実施計画となる「個別施設計
画」を策定しました。
　また、存廃による県民生活への影響が認められる公共施設２８１施設については、長寿命化対策を含めた
維持・管理の基本的な方針となる「基本となる目標」を策定しました。
　インフラ施設については、原則、予防保全管理を中心とした長寿命化対策を推進することとし、「個別施
設計画」（案）の策定予定時期を定めました。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　大型システムの機器更新等があったことで全庁の情報システム維持管理費が前年度から
0.67億円増加し、目標値を下回ったが、新たに１システムのサーバ機器を削減するなど経
費節減に努めており、今後改善の余地があるため、Ｂ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

平成29年度の取組内容（予定）

　現行の統合受入基盤へのサーバ集約による経費節減効果は限界に近づいており、今後は更に大規模なサー
バ統合による経費削減を実現するため、新たなサーバ統合計画の策定を進めます。

９漁港 10漁港 11漁港 19漁港

－

H24 H25 H26 H27 H28

146橋 30橋 27橋 21橋 15橋実 績

長寿命化対策実施施設数（基幹的農業水利施設） ※累計施設数

各種データの実績

－前年度比 － -116橋 -3橋 -6橋 -6橋

橋梁長寿命化修繕計画に基づく補修対策実施橋梁数　※当該年度の対策実施橋梁数

H29

H29

実 績 84施設 86施設 91施設 95施設 102施設 －

H24 H25 H26 H27 H28

－ +2施設 +5施設 +4施設 +7施設

平成28年度の実施状況

－

ストックマネジメント計画策定漁港数

H24 H25 H26 H27 H28 H29

前年度比

－

前年度比 － － +１漁港 +１漁港 +8漁港 －

実 績 －

取 組 内 容
④　長寿命化施策の推進
　（担当課室:農地整備課、水産漁港課、技術管理課、財産活用課）

　高度経済成長期に集中投資した公共建築物や公共土木施設等の老朽化が進行していることから、計画的か
つ効率的な維持管理を行い、耐用年数の延伸を図り、更新時期の平準化及び補修・更新費用の最小化を図る
ため、長寿命化施策を推進します。
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≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

一 部 改 善 の
余 地 あ り

　存廃による県民生活への影響が認められる公共施設については、「基本となる目標」の具体化を図り、で
きるだけ早期に「個別施設計画」の策定を行います。
　また、引き続き、インフラ施設については、施設の診断・評価等を完了したものから、順次「個別施設計
画」を策定します。

概 ね 順 調
　施設の存廃による県民生活への影響が少ない公共施設の「個別施設計画」の策定に当た
り、６０施設を譲渡・除却処分とするなど補修・更新費用等の最小化を図るとともに、除
却等に係る経費も含め、今後１０年間の維持・管理に関する必要経費の平準化を図りまし
た。
　存廃による県民生活への影響が認められる公共施設２８１施設については、「基本とな
る目標」を踏まえつつ、また、インフラ施設については、診断・評価等が先行している施
設を中心に「個別施設計画」（案）の策定に着手するなど、予定どおり計画を推進したこ
とから、Ａ評価としました。

一部改善の余地あり

見直しが必要

平成29年度の取組内容（予定）

　情報システム維持管理経費予算額が増加傾向にあるため、今後、目標設定の妥当性
について検討してほしい。

自己評価 平成28年度実績についてのコメント
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取 組 項 目 №36　投資事業の重点化とコストの縮減

新行財政改革大綱（第2期）　評価調書（平成２８年度実績）

県単独投資事業費（翌年度当初予算）

取 組 方 針

　将来の県民負担につながる県債残高の抑制を図ります。

　設計・施工・維持管理のあらゆる段階において公共工事のコスト縮減に取り組むほか、研修会等により公
共工事のコスト縮減に関する意識啓発を図ります。

　公共建築物や公共土木施設等の維持管理費が今後さらに増大することが見込まれ、必要な改築や維持管理
も難しくなってくるため、計画的・効率的な維持管理を行うことにより、既存施設の延命化とライフサイク
ルコストの縮減を図ります。（再掲）

取 組 内 容 ①　投資事業の重点化と総額の抑制　　　（担当課室：財政課）

　投資事業について、国庫補助事業を最大限活用するとともに、他県の状況を踏まえつつ、県単独投資事業
の規模の適正化を図っていきます。併せて、施設の長寿命化施策や費用対効果の高い事業への事業費の重点
配分に努めます。

平成28年度の実施状況

　平成２８年度（平成２９年度当初予算編成）は、知事改選期にあたることから骨格予算としており、公共
事業費は前年度から１１１億円の減、前年度比８５.０％になっております。公共事業以外の投資事業につい
ても、高等学校整備事業費の減や事業の重点化などにより、前年度比８９億円の減となっております。

各種データの実績

H29

実 績 377億円 366億円 364億円 372億円 267億円 －

H24 H25 H26 H27 H28

平成29年度の取組内容（予定）

　投資事業費については、平成３０年度以降も公共施設の老朽化に伴う更新等の経費増大が見込まれること
から、国庫補助事業を最大限活用しつつ、公共施設等総合管理計画等も踏まえ、事業の重点化や効率化、平
準化などにより県単独事業の規模の適正化を図り、引き続き総額の抑制に努めます。

－

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

概 ね 順 調
　平成２８年度（平成２９年度当初予算編成）における投資事業費総額は、前年度予算対
比２００億円減の７７４億円となり、このうち、県単独投資事業は、前年度比１０５億円
減の２６７億円となりました。
　県単独投資事業については、骨格予算のため、大幅に減少しておりますが、今後肉付け
予算となる６月補正に計上を予定していることから、今回の評価を対象外にいたします。

一部改善の余地あり

見直しが必要

前年度比 － -11億円 -2億円 +8億円 -105億円
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取 組 内 容 ②　公共工事におけるコスト縮減　　　（担当課室：技術管理課）

取 組 内 容
③　長寿命化施策の推進（再掲）
　（担当課室：農地整備課、水産漁港課、技術管理課、財産活用課）

　高度経済成長期に集中投資した公共建築物や公共土木施設等の老朽化が進行していることから、計画的か
つ効率的な維持管理を行い、耐用年数の延伸を図り、更新時期の平準化及び補修・更新費用の最小化を図る
ため、長寿命化施策を推進します。

平成2９年度の取組内容（予定）
　引き続き、職員による設計VEの実施や民間企業も参加できる新技術・新工法の研修会等を開催し、公共
工事のコスト縮減に取り組みます。

　設計VE、各種研修会（設計VE、新技術・新工法等）などを通じて、調査設計、工事、維持管理の各段階
において公共工事のコスト縮減に取り組みます。

平成2８年度の実施状況

　設計ＶＥ、各種研修会（設計VE、新技術・新工法等）などを通じて、調査設計、工事、維持管理の各段
階において公共工事のコスト縮減に取り組みました。

自己評価 平成2８年度実績についてのコメント

概 ね 順 調 　職員による設計VEの実施や民間企業も参加できる新技術・新工法の研修会等を開催し、
コスト縮減における手法の習得と意識の定着を図り、公共工事コスト縮減に取り組んだこ
とからＡ評価としました。一部改善の余地あり

見直しが必要

平成28年度の実施状況

　平成２７年度策定の「あきた公共施設等総合管理計画」を踏まえ、施設の存廃による県民生活への影響が
少ない公共施設１３９施設について、長期的視野に立った維持・管理に関する実施計画となる「個別施設計
画」を策定しました。
　また、存廃による県民生活への影響が認められる公共施設２８１施設については、長寿命化対策を含めた
維持・管理の基本的な方針となる「基本となる目標」を策定しました。
　インフラ施設については、原則、予防保全管理を中心とした長寿命化対策を推進することとし、「個別施
設計画」（案）の策定予定時期を定めました。

各種データの実績

－前年度比 － +2施設 +5施設 +4施設 +7施設

ストックマネジメント計画策定漁港数

H24 H25 H26 H27 H28 H29

前年度比

長寿命化対策実施施設数（基幹的農業水利施設） ※累計施設数

H29

実 績 84施設 86施設 91施設 95施設 102施設 －

H24 H25 H26 H27 H28

-3橋 -6橋 -6橋

19漁港 －

－ － +１漁港 +１漁港 +8漁港 －

実 績 － ９漁港 10漁港 11漁港

橋梁長寿命化修繕計画に基づく補修対策実施橋梁数　※当該年度の対策実施橋梁数

H29

実 績 146橋 30橋 27橋 21橋 15橋 －

H24 H25 H26 H27 H28

－前年度比 － -116橋
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A

見直しが必要

平成29年度の取組内容（予定）

自己評価 平成28年度実績についてのコメント

　存廃による県民生活への影響が認められる公共施設については、「基本となる目標」の具体化を図り、で
きるだけ早期に「個別施設計画」の策定を行います。
　また、引き続き、インフラ施設については、施設の診断・評価等を完了したものから、順次「個別施設計
画」を策定します。

概 ね 順 調
   施設の存廃による県民生活への影響が少ない公共施設の「個別施設計画」の策定に当た
り、６０施設を譲渡・除却処分とするなど補修・更新費用等の最小化を図るとともに、除
却等に係る経費も含め、今後１０年間の維持・管理に関する必要経費の平準化を図りまし
た。
　存廃による県民生活への影響が認められる公共施設２８１施設については、「基本とな
る目標」を踏まえつつ、また、インフラ施設については、診断・評価等が先行している施
設を中心に「個別施設計画」（案）の策定に着手するなど、予定どおり計画を推進したこ
とから、Ａ評価としました。

一部改善の余地あり

≪外部評価≫
評価区分 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

概 ね 順 調
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新たな行財政改革大綱の基本方針 概要

新行財政改革大綱（第２期）（H26～H29）における主な取組と成果

行財政改革の取組の経過

秋田県行政

改革大綱

〔H11～H13〕

第２期行政改革

推進プログラム

〔H14～H16〕

新行財政改革

推進プログラム

〔H17～H19〕

第４期行財政改革

推進プログラム

〔H20～H21〕

新行財政改革

大綱

〔H22～H25〕

新行財政改革

大綱（第２期）

〔H26～H29〕

実施期間等

◇ 実施期間：平成３０年度から平成３３年度までの４年間
◇ 推進体制：外部委員により構成される秋田県行財政改革推進委員会の意見等も得ながら、秋田県行財政改革推進

本部（本部長：知事）の下、全庁を挙げて取り組んでいきます。
◇ 公 表：毎年度、実施計画を定め、前年度実績とともに公表します。

今後の行財政改革の基本的方向性

「ふるさと秋田元気創造プラン」や「あきた未来総合戦略」に基づく「攻め」の政策の着実な実行を支える
とともに、「守り」の視点に立って、人口減少・少子高齢化社会にあっても必要な行政サービスを確保し、県
民が安全・安心に暮らせるよう、引き続き、量と質の両面から行財政改革に取り組み、豊かな秋田の未来
創造に向かって歩みを進めます。

効率的で質の高い
行政基盤の構築

秋田の未来創造を支える
人づくり

健全な財政運営

改革の柱

【項目例】
・県民との対話の推進
・県と市町村、市町村相互の
一層の連携強化

・職員数の適正管理
・簡素で効率的な業務体制の整備
・危機事象への対応 等

【項目例】
・職員の意識改革・生産性アップ
・女性職員の活躍推進
・多様な主体との協働の推進
・教育環境の向上
・ガバナンスの徹底 等

【項目例】
・県債発行の抑制
・財政２基金の残高確保
・新規・拡充事業への配分財源確保
・一層の歳入の確保

・公共施設等総合管理計画に基づく
県有施設等の適正管理 等

基本理念

□県民や市町村との協働・連携
・ 市町村との機能合体の進展
・ ＮＰＯ等との協働の拡大 等

□行政の質と効率の向上
・ 行政課題に対応した組織体制の構築 等

□健全な財政運営
・ プライマリーバランスの黒字確保
・ 県有公共施設の維持管理費の縮減と長寿命化 等

■収支不足への対応
・ 社会保障関係経費の増加
・ 増加を見込むことができない地方交付税 等

■人材育成と組織力の向上
・ 業務量や年齢構成のバランスを考慮した定員管理
・ 人材育成と組織としての業務遂行能力の向上

■全国の趨勢を上回る人口減少社会に対応した地域づくり
・ 限られた職員数や財源等
・ 県・市町村・県民による総合力の発揮

■急速に進展するＩＣＴの活用
・ ＩＣＴを効果的に活用した情報発信
・ 庁内情報システムにおける活用方策の検討

（別冊Ｐ１）

（別冊Ｐ２）

（別冊Ｐ３～４）

（別冊Ｐ５）

（別冊Ｐ６）

資料２（所管事項）

平成２９年６月１９日
総 務 課

継続して取り組むべき事項
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資料２ 別冊

新たな行財政改革大綱の基本方針

平成２９年６月１９日

総 務 課

１ 行財政改革の取組の経過

【これまでの取組とテーマ等】

秋田県行政改革大綱 （平成11～13年度）

□ 時代の変化に柔軟に対応できる行財政システムの確立

□ 公正で透明性の高い行政の推進

第２期行政改革推進プログラム （平成14～16年度）

□ 競争力ある地域社会づくりに向けたシステムの整備

□ 県民との協働による県政の推進

新行財政改革推進プログラム （平成17～19年度）

□ 民間との協働による地域の自立促進

□ 地方分権時代の行政運営の確立

□ 持続可能な財政基盤の確立

第４期行財政改革推進プログラム （平成20～21年度）

□ 将来に向けて持続可能な財政基盤の確立

□ 行政運営システムの全面的見直しによるスリムで効率的な行政の実現

□ 分権型社会における県の役割の再構築と県民との協働の促進

新行財政改革大綱 （平成22～25年度）

□ 市町村・民間との協働や連携

□ 職員の意識改革とサービス向上

□ 県組織の見直しによる業務執行体制の整備

□ 選択と集中による財政運営の推進

新行財政改革大綱（第２期） （平成26～29年度）

□ 県民や市町村との協働・連携

□ 行政の質と効率の向上

□ 健全な財政運営
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２ 新行財政改革大綱（第２期）における主な取組と成果

（１）県民や市町村との協働・連携
① 市町村との機能合体の進展

【取組（２０件）】

第１期からの継続取組分野 第２期の新規取組分野

ワンフロア化 文化施設の連携整備

観光振興 公共施設の共同管理等

秋田内陸活性化本部の設置 災害対応力の強化

農畜産物の産地化 公営住宅管理の効率化等

消費生活相談 公営企業会計適用作業の共同実施

職員研修 行政不服審査法に係る第三者機関の運営

地方税徴収対策 情報セキュリティクラウドの共同運営

生活排水処理の広域共同化

道路・橋梁の維持管理

交換道路除雪の実施

電子入札システムの共同利用

自殺予防等の普及啓発

不法投棄対策

② ＮＰＯ等との協働の拡大

【ＮＰＯ等との協働件数】

現大綱前 現大綱期間中

年度 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

件数 918件 1,429件 1,720件 1,78８件

（２）行政の質と効率の向上
① 行政課題に対応した組織体制の構築

【新設改編した主な組織】

Ｈ２７（Ｈ２６検討） 人口問題対策課

Ｈ２９（Ｈ２８検討） あきた未来創造部

（３）健全な財政運営
① プライマリーバランスの黒字確保

【プライマリーバランス（臨時財政対策債を除く）】

年度 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

黒字額 ２４２億円 １９９億円 (6月判明)

② 県有公共施設等の維持管理費の縮減と長寿命化

【あきた公共施設等総合管理計画】

時 期 項 目 概 要 等

H28.3 「あきた公共施設等総合管理 県が所有する公共施設等の総合的か

計画」の策定 つ計画的な管理の基本方針を定めた。

H29.3 個別施設計画の策定の推進 公共施設４２０の内、139施設につ

いて策定した。
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３ 継続して取り組むべき事項

（１）全国の趨勢を上回る人口減少社会に対応した地域づくり

人口減少への対応は、これまでもその克服に向けた取組を進めてき

たところです。しかし、平成２９年４月には、県人口が８７年振りに１

００万人を割り込むなど深刻な状況にあります。このような状況下にお

いて、職員数や財源等が限られている中、これからの地域づくりを支え

ていくためには、引き続き、県はもとより、市町村、ＮＰＯ、県民等が

適切な役割分担をし、相互に協働・連携し、総合力で取り組んでいく必

要があります。

（２）急速に進展するＩＣＴの活用

円滑な県政運営、効果的な政策展開等を図るため、これまでもあら

ゆる媒体を使って、県政情報の積極的な発信に努めてきたところです。

今後も引き続き、急速に進展するＩＣＴをさらに効果的に活用し、タイ

ムリーに分かりやすく情報発信をする必要があります。

また、情報システム等についても、業務の効率化、維持管理費等の

縮減、利便性の向上などの観点から、クラウド＊１やオープンデータ＊２

など、進歩し続けるＩＣＴの効果的な活用方策を検討する必要がありま

す。

※１「クラウド」とは

→ 情報システムを自分で保有することに代えて、外部のデータセンターで

保有・管理し、通信回線を経由して利用できるようにする取組。複数の団

体のシステムの集約と共同利用を進めることにより、経費の節減及び住民

サービスの向上を図るもの。

※２「オープンデータ」とは

→ 自治体などが保有する公共データが、県民や企業などに利活用されやす

いように、機械判読に適した形で、二次利用可能なルールのもとで公開さ

れること、また、そのように公開されたデータ。
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（３）収支不足への対応

財政運営面では、県債発行総額の抑制を図り将来の公債費負担の軽

減に努めた結果、臨時財政対策債を除いた県債残高は平成１４年度をピ

ークに年々減少しており、財政調整基金と減債基金の残高は３００億円

台を維持しているほか、実質公債費比率等の健全化判断比率は、いずれ

も早期健全化基準をクリアしています。

社会保障関係経費の増加や公債費の高止まりなど厳しい財政状況にあ

っても、今後とも秋田の創生に向けた取組をはじめとする県勢発展に必

要な施策・事業を着実に推進するため、徹底した事業の見直し等により

事業の重点化を図るとともに、プライマリーバランスの黒字を確保し健

全な財政運営に努める必要があります。

また、県有施設の長寿命化等や情報システムの集約化等により、施設

・設備の維持管理費の低減にも継続して取り組む必要があります。

（４）人材育成と組織力の向上

これまでの職員数縮減の取組により、組織のスリム化や人件費の抑

制が図られるなど着実な成果を上げてきたところです。しかし、新たな

行政需要への対応などが求められており、今後の人事管理においては、

業務量と定員のバランス、年齢構成の平準化、さらには時間外勤務の縮

減を含めたワークライフバランス＊３の推進などについても十分考慮す

る必要があります。

また、限られた職員数で県民サービスの維持・向上を図っていくた

めには、職員一人ひとりの意識改革や能力開発を行い、人材育成に努め

るとともに、継続的な業務改善や、その時々の課題に迅速かつ的確に対

応するための組織の見直しなどにより、組織としての業務遂行能力の向

上を図っていく必要があります。

※３「ワークライフバランス」とは

→ 仕事と生活の調和。働きながら私生活も充実させられるように環境を整

えること。仕事と育児の両立や、多様な働き方の提供など。
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４ 今後の行財政改革の基本的方向性

これまでの取組と成果、行財政運営を取り巻く状況を踏まえ、今後の行

財政改革は、次の基本理念のもと、その実現に向けて３つの改革の柱により

推進します。

（１）基本理念
「ふるさと秋田元気創造プラン」や「あきた未来総合戦略」に基づく

「攻め」の政策の着実な実行を支えるとともに、「守り」の視点に立って、

人口減少・少子高齢化社会にあっても必要な行政サービスを確保し、県民

が安全・安心に暮らせるよう、引き続き、量と質の両面から行財政改革に

取り組み、豊かな秋田の未来創造に向かって歩みを進めます。

（２）改革の柱

Ⅰ 効率的で質の高い行政基盤の構築 ・・・・・・・・ （キバン）

全国の趨勢を上回る人口減少社会に対応した地域づくりを支えてい

くため、県民や市町村との協働・連携をさらに推進するなど、効率的で

質の高い行政基盤の構築に取り組みます。

項目例

県民との対話の推進、県と市町村・市町村相互の一層の連携強化、

職員数の適正管理、簡素で効率的な業務体制の整備、危機事象への

対応 等

Ⅱ 秋田の未来創造を支える人づくり ・・・・・・・・ （ヒト）

限られた職員数で県民サービスの維持・向上を図るため、職員一人

ひとりの意識改革や能力開発を行うほか、協働のパートナーの育成にも

努めるなど、豊かな秋田の未来を創造する人づくりに取り組みます。

項目例

職員の意識改革・生産性アップ、女性職員の活躍推進、多様な主体

との協働の推進、教育環境の向上、ガバナンスの徹底 等

Ⅲ 健全な財政運営 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ （カネ）

財政面から政策の着実な実行を支えていくため、県債発行の抑制、

一層の歳入の確保などに取り組みます。

項目例

県債発行の抑制、財政２基金の残高確保、新規・拡充事業への配分

財源確保、一層の歳入の確保、公共施設等総合管理計画に基づく県

有施設等の適正管理 等
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５ 実施期間等

（１）実施期間

平成３０年度～３３年度（４年間）

（２）推進体制

外部委員により構成される秋田県行財政改革推進委員会の意見等も得

ながら、秋田県行財政改革推進本部（本部長：知事）のもと、全庁を挙げ

て取り組んでいきます。

（３）公表

毎年度、実施計画を定め、前年度実績とともに公表します。



資料３（所管事項）

東京電力ホールディングス株式会社からの

損害賠償金の受領について

平成２９年６月１９日

総 務 課

東京電力ホールディングス株式会社に対して行った損害賠償請求のうち、次の項目に

ついて合意し、損害賠償金を受領することとなった。

・県内農畜産業への緊急支援対策 １，１０５千円

（第四次請求分のうち平成２５年 （金額は、千円未満切り捨て）

１月～３月発生分）

○ 肉用牛経営緊急支援資金融通事業

素牛導入費や飼料費など、当面の肉用牛経営に必要な資金を融通した融資

機関に対する利子補給及び農家に対する貸付保証料の助成

・融資実行日 平成２３年１２月１日

・融資実績額 ２０７，６００千円

・融資期間 ５年

・利子補給率 ２．５５％（８融資機関）

・貸付保証料助成 ０．９％（１９経営体）

※ 平成２３年１２月～同２４年１２月発生分の賠償金（７，４５３千円）

は、これまで受領済み

（参考：損害賠償金の受領状況）

区分 請求時期 対象経費 請求額 既受領額 今回受領額 未受領額

一次 H24. 7月 H22･23年度分(物件費) 1億7,810万円 5,512万円 － 1億2,297万円

二次 H24.10月 H22･23年度分(人件費) 2億4,354万円 57万円 － 2億4,296万円

三次 H25.10月 H24年度分 1億6,172万円 2,777万円 － 1億3,395万円

(H23年度分を一部含む)

四次 H26.10月 H25年度分 1億1,534万円 1,455万円 110万円 9,967万円

(H24年度分を一部含む)

合 計 6億9,871万円 9,803万円 110万円 5億9,957万円

（表示単位未満を切り捨てしているため、合計及び未受領額が一致しないことがある。）

※ 第一次、第二次請求に係る未受領額については、「原子力損害賠償紛争解決センター」へあっせん

申立て中

今回の受領に係る事業概要

1



2



3



4



 資料４（所管事項） 

テレワーク導入実証事業の実施状況について 

 

平成２９年６月１９日

人 事 課

 

１ 目 的 

職員の育児や介護と仕事との両立を支援し、ワーク・ライフ・バランスの推進を可能と

する多様な働き方の導入を検討するため、職員が自宅において庁内ネットワークを使用し

て業務を行う「テレワーク（在宅勤務）」の実証実験を行う。 

 

２ 平成２８年度の実施状況 

（１）実施期間：平成２８年１１月～平成２９年３月 

（２）対 象 者：本庁・秋田地域振興局に勤務する職員のうち、次の要件に該当する職員 

        ①小学生以下の子どもの育児を行う職員 

        ②親族の介護を行う職員  

（３）実 施 者：８名（男性４名、女性４名） 

（４）利用実績：延べ４６日 

          

３ アンケート調査結果 

 【回答者：１６名（平成２８年度に実施した職員８名及び管理監督職員８名）】 

 ○テレワークを実施して良かった点 

・保育園への送迎や食事の世話などができ、妻の育児負担を軽減することができた。 

・往復１時間の通勤時間を家事・育児に充てることができた。 

・データ入力に集中して取り組むことができ、予定より完成が早かった。 

 ○改善を要する点 

 ・実施頻度について、原則週２日以内となっているが、もっと柔軟な制度にして欲しい。 

・セキュリティ対策のため実施している貸出パソコンの一時返却頻度を少なくして欲しい。 

 

４ 平成２９年度の実施状況 

（１）平成２８年度からの主な改善点 

・対象者について、全公所の職員（パソコン貸与することが可能な職員に限る）へ拡大。 

・実施頻度について、「原則として週２日以内」を「原則として月８日以内」へ変更。 

・パソコンの一時返却の頻度について、２週間に１度から１か月に１度へ変更。 

（２）実施期間：平成２９年５月～平成３０年３月 

（３）申 込 者：７名（男性４名、女性３名）（平成２９年６月１５日現在） 

 

５ 今後の対応 

  さらに職員へのＰＲを進めるとともに、全職員へのアンケートを実施するなど課題等の 

検証を行いながら、本格実施に向けて検討を行っていく。 




